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は じ め に

一般的に，比較的軽微な罪状で被疑者を逮捕し，より重大な犯罪につい

て取調べを含む捜査をする捜査方法のことを，イギリス1)，およびイギリ
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ス法系の国々2)においては，ホールディング・チャージ（holding charge

(s)）と呼んでいる3)。そしてホールディング・チャージの中でも特に問

題となるのが，警察による身柄拘束中により重大な犯罪についての「取調

べ」を目的とするものである4)。

旧裁判官準則（Judges' Rules)5)は，被疑者が比較的軽微な罪状で逮捕さ

れ身柄拘束中に他の罪状について尋問されるという状況に対して，何ら規

定を設けていなかった。しかしながら当該実務は，1928-1929年の警察の

権限および手続に関する王立委員会（The Royal Commission on Police

Powers and Procedure）（以下，リー委員会（Lee Commission)6)）におい

て討論され非難された7)。ただし法律としての強制力を持たない王立委員

会の勧告は，裁判官準則に属している準則に伴う訓令（Administrative

Directions）という程度のオーソリティーさえ持たなかった。そしてホー

ルディング・チャージを規制する規定は，その後も何ら立法化されること

はなかった。そしてこの点について旧裁判官準則の改正が求められていた

のにもかかわらず，旧裁判官準則と同様に新裁判官準則8)はホールディン

グ・チャージ問題を扱っていなかった。不明確さの残るこの点について新

裁判官準則が明瞭にしなかったことは，不適切なことであったと言われ

た9)。

しかしながら，ホールディング・チャージの中でも警察による身柄拘束

中により重大な犯罪についての「取調べ」を目的とするものに関しては，

1984年10月31日に成立し1986年１月１日から全面施行されている1984年警

察・刑 事 証 拠 法（Police and Criminal Evidence Act 1984）（以 下，

PACE)10)によって法的に規制された。主に，PACE31条（他の犯罪による

逮捕)11)，37条２項（告発前の留置管理官の義務)12)，41条４項（告発まで

の留置時間の制限)13)，48条（警察勾留)14)によってである15)。

また尋問を中止しなければならない時点を，1984年実務規範（Codes of

Practice)16)C11条２項17)は規定していた。そして留置管理官の前への引致

の時点を，1984年実務規範 C17条１項18)は規定していた。さらに留置管理
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官は，逮捕の理由となった犯罪について被逮捕者を告発するに足りる十分

な証拠があると判断するときは，告発，または告発することなく保釈によ

り，もしくは保釈によらず釈放しなければならないと，PACE37条７項19)

は規定している。そして告発後の尋問の禁止について，1984年実務規範

C17条５項20)は規定していた。

その後1984年実務規範 C は，1991年21)および1995年22)に改正された。

1984年実務規範 C11条２項，17条１項，５項は，それぞれ1991年実務規範

C11条４項23)，16条１項24)，５項25)となり，その後さらに，1995年実務規

範 C11条４項26)，16条１項27)，５項28)となった。ここで1991年実務規範

C16条１項（後の1995年実務規範 C16条１項）は，警察官が，被拘束者を

訴追するのに足る証拠があり，訴追が成功するのに足る証拠があり，かつ

その者がその犯罪について述べることを望むすべてを述べたと思料すると

きは遅滞なく，被拘束者をその後被拘束者の告発の是非を検討する責任を

負う留置管理官の前に引致しなければならないとし，さらに人が複数の犯

罪について留置されている場合には，上記の条件がすべての犯罪について

充足されるまで留置管理官の前に彼を引致することを遅らせることが可能

であると規定した。

PACE 施行当初は，ホールディング・チャージの中でも警察による身

柄拘束中により重大な犯罪についての「取調べ」を目的とするものに関し

ては，主に PACE31条，37条２項，41条４項，48条によって法的に規制さ

れると考えられていた29)。しかしながら上に示したように，当初考えられ

ていたそれら規制の大枠に逆行するような実務規範の改正といった事態も

生じることとなった。そこで本稿ではこれら条項を巡る PACE 施行後の

実態について，裁判所の判断および学説などを整理することによって明ら

かにしていくことにしたい。そしてより重大な犯罪についての「取調べ」

を目的としたホールディング・チャージが PACE 期においてどのように

規制されているのかを明らかにするのが，本稿の目的である。

1) 本稿では，イングランドおよびウェールズを意味するものとする。
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2) たとえばオーストラリアでは，刑事控訴院はホールディング・チャージを黙認していた

〔David Dixon, Law in Policing : Legal Regulation and Police Practices, 1997, at 186〕が，

ホールディング・チャージは遺憾に思われる〔Mark Aronson and Jill Hunter, Litigation :

evidence and procedure, 5th ed., 1995, at 226-227〕，ホールディング・チャージといったテ

クニックは実際上止めさせられなければならない〔Mark Findlay, Stephen Odgers and

Stanley Yeo, AUSTRALIAN CRIMINAL JUSTICE, 2nd ed., 1999, at 48〕といったことが言わ

れていた。そして刑事司法委員会（Criminal Justice Commission）も，ホールディング・

チャージは逮捕権限の乱用を含んでいるとした〔Criminal Justice Commission, CRIMINAL

JUSTICE COMMISSION REPORT ON A REVIEW OF POLICE POWERS IN

QUEENSLAND VOLUME IV : SUSPECTS' RIGHTS, POLICE QUESTIONING AND PRE-

CHARGE DETENTION, 1994, at 667〕。

スコットランドについては，参照，Gerald H. Gordon, CRIMINAL PROCEDURE

ACCORDING TO THE LAW OF SCOTLAND by ROBERT WEMYSS RENTON and

HENRY HILTON BROWN, 5th ed., 1983(-1996), at 41.

3) 参照，Bryan A. Garner (ED.), Black's Law Dictionary, 7th ed., 1999, at 737.

4) 拙稿「イギリス一九八四年警察・刑事証拠法制定過程期におけるホールディング・

チャージについて」立命館法学278号1074頁（2001年）。

5) 旧裁判官準則期については，参照，拙稿「イギリス旧裁判官準則期におけるホールディ

ング・チャージについて」立命館法学273号2092-2155頁（2001年）。

6) 当該委員会の委員長は，リー委員長（The Right Hon. Viscount Lee of Fareham, G. C. S. I.,

G. B. E., K. C. B. (Chairman)）であった。

7) Report of the Royal Commission on Police Powers and Procedure (Cmd. 3297), 1929, para.

160.

8) 新裁判官準則期については，参照，拙稿「イギリス新裁判官準則期におけるホールディ

ング・チャージについて」立命館法学277号791-846頁（2001年）。

9) 拙稿・前掲註(8)795-796頁。

10) 1984 c. 60.

11) 参照，拙稿・前掲註(4)1142頁。

12) 参照，拙稿・前掲註(4)1145頁。

13) 参照，拙稿・前掲註(4)1142頁。

14) 参照，拙稿・前掲註(4)1146頁。

児童および青少年の事件については，1969年児童および青少年法（Children and Young

Persons Act 1969）23条５項〔1969 c.54, at 1506〕によって24時間の警察勾留が可能であっ

た〔P. J. Rowe and S. J. Knapp, Evidence and Procedure in the Magistrates' Court, 3rd ed.,

1989, at 23-24 ; Richard Card and Richard Ward, THE CRIMINAL JUSTICE AND PUBLIC

ORDER ACT 1994, 1994, at 320〕。その後当該規定は，1980年治安判事裁判所法

（Magistrates' Courts Act 1980）附則第７〔1980 c. 43, at 965〕によって改正された。そして

さらに1991年刑事裁判法（Criminal Justice Act 1991）60条〔1991 c. 53, at 1372-1375〕に

よって，1969年児童および青少年法23条５項は23条14項となった〔参照，John Sprack,
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Emmins on Criminal Procedure, 8th ed., 2000, at 102 ; A. T. Draycott and A. P. Carr (ED.),

STONE'S JUSTICES' MANUAL 2000, 132nd ed., VOL. 1, 2000, at 2476. 横山潔「1991年刑事裁

判法本文」外国の立法33巻２号87頁（1994年）〕。

15) 拙稿・前掲註(4)1075-1076頁。

PACE によるホールディング・チャージの規制状況については，参照，拙稿・前掲註

(4)1131-1136頁。

留置について，参照，Ｌ・Ｈ・リー（堀田牧太郎訳）「イギリス法における被疑者の留

置中の取扱いと取調べ」法律時報64巻１号61-66頁（1992年），大出良知「連載・イギリス

刑事手続見聞記①警察の留置場からこんにちは」季刊・刑事弁護９号33-37頁（1997年）

など。

弁護人について，参照，庭山英雄「イギリスの当番弁護士制度」香川法学７巻３・４号

389-408頁（1988年），村岡啓一「英国の当番弁護士制」週刊法律新聞948号２頁（1989年），

上石圭一「イギリス当番弁護士制度の光と影」法学セミナー446号58-61頁（1992年），小

山雅亀「走り続ける当番弁護士」法学セミナー453号64-65頁（1992年），上石圭一「起訴

前弁護活動に対するイギリス当番弁護士制度の含意(1)―（２完）」六甲台論集39巻３号

183-191頁，４号92-100頁（1992-1993年），村井敏邦「刑事弁護の歴史と課題」自由と正

義44巻７号11-13頁（1993年），ジョン・ボールドウィン（上石圭一訳）「警察署における

法的代理人の役割」判例時報1475号12-28頁（1994年），高田昭正「被疑者取調べの変革を

目指して」現代法律実務の諸問題〈平成６年版〉597-602頁（1995年），庭山英雄「電話助

言はどのように行われているか」季刊・刑事弁護５号59-65頁（1996年），エド・ケープ

（庭山英雄訳）「イギリスにおける警察当番弁護士制度」専修法学論集67号77-91頁（1996

年），鯰越 弘「続イギリス法幻視考連載第６回」狭山差別裁判274号32-34頁（1996年），

ジョン・ボールドウィン（四宮啓訳）「警察取調べの録音と警察署における弁護人の役割」

自由と正義48巻10号14-25頁（1997年），ジョン・ボールドウィン（四宮啓訳）「イングラ

ンドとウエールズにおける警察の録音と警察署における弁護人の役割」季刊・刑事弁護12

号42-50頁（1997年）など。

留置管理官について，参照，鯰越 弘「続イギリス法幻視考連載第５回」狭山差別裁判

273号31-33頁（1996年），大出良知「連載・イギリス刑事手続見聞記③留置と被疑者の権

利」季刊・刑事弁護12号58-62頁（1997年）など。

他，参照，レオナルド・Ｈ・リー（鯰越溢弘訳）「イングランドおよびウェールズの刑

事手続における警察の役割について」法政理論19巻４号173-191頁（1987年），Ａ・Ｃ・

ジョーンズ（江尻隆＝南方暁訳）「イギリス警察における捜査制度の改革」自由と正義44

巻８号142-156頁（1993年），小島吉晴「英国の刑事司法制度の特徴」法律のひろば50巻６

号46-60頁（1997年），鯰越 弘「続イギリス法幻視考を読みなおす1-2」狭山差別裁判282

号34-39頁，283号34-39頁（1997年），Sunny Cheung Man Kwan「香港における逮捕手続

の比較法的検討」岡山大学大学院文化科学研究科紀要13号136-115頁（2002年）など。

16) PACE に基づき，Ａ警察官による停止および捜索の権限の行使に関する実務規範，Ｂ

警察官による家宅などの捜索および人の身体または家宅などで発見した財物の差押えに関

する実務規範，Ｃ警察官による人の留置，処遇および取調べに関する実務規範，Ｄ警察官
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による人の識別に関する実務規範，Ｅテープ録音に関する実務規範が発せられている。な

おこれら実務規範は PACE60条〔1984 c. 60, at 2794-2795〕，66条〔1984 c. 60, at 2800〕に基

づいて所管大臣が制定するものであるが，その制定過程においては草案を公表しこれに対

する意見を考慮しなければならず，また草案を国会の両院に呈示しなければならないとさ

れ，国会に呈示後，制定法的命令（法律により委任された命令）の形式で公布できるが国

会の承認が得られるまでは施行できない（ただし国会議員は草案に対して意見を述べるこ

とはできるが，その修正を提案することはできない）。すなわち法律におけるよりは限定

されているが，実務規範が効力を有するには立法府の関与が必要とされている〔森雅仁

「英国における捜査手続①」捜査研究464号57-58頁（1990年）〕。なお，新しい実務規範

（恐らく実務規範Ｆ）が取調べのビジュアル・レコーディングについて規定され，そして

2001年刑事司法・警察法（Criminal Justice and Police Act 2001）を受けて実務規範Ｂおよ

びＤが改正されるようである〔P. J. Richardson (ED.), ARCHBOLD 2002 FIRST

SUPPLEMENT TO THE 2002 EDITION, 2002, at 75 ; SECOND SUPPLEMENT TO THE

2002 EDITION, 2002, at 155〕。

実務規範は法律そのものではなく，法律よりは下位の規範である〔マイケル・ザンダー

（江尻隆＝戸塚悦朗訳）「英国司法制度の改革 マイケル・ザンダー教授のプレゼンテイ

ション」自由と正義43巻２号152頁（1992年）〕。実務規範は直接の拘束力を持たないので，

警察の違反も必ずしも不利な結果をもたらさない。しかしそれら違反は，裁判所が証拠排

除するか否かを考える際に考慮される。そして実際に裁判所は，それら違反を非常に重要

な要素として扱っているようである。これは明らかに警察の規範順守のインセンティブと

して働く〔ケープ・前掲註(15)79頁〕。

そして実務規範Ｃは，1991年と1995年に改正された〔ボールドウィン・前掲註(15)自由

と正義15頁，ボールドウィン・前掲註(15)季刊・刑事弁護43頁〕。またその後の条項の追

加などについては，参照，Phil Huxley and Michael O'Connell (ED.), Blackstone's Statutes on

EVIDENCE, 6th ed., 2001, at 169-171 ; Richardson (ED.), id. at 92-93 ; at 176-177 など。

参照，Michael Zander, Cases and Materials on the English Legal System, 7th ed., 1996, at

103-104 ; 8th ed., 1999, at 111-112. 渥美東洋「イギリスの警察および刑事証拠法の「実務規

範」(一)―（四・完）」判例タイムズ595号18-30頁，596号22-25頁，597号26-30頁，599号

24-25頁（1986年），美奈川成章「DAVID BROWN 氏を囲んで」英国当番弁護士制度視察

報告書54-55頁（1991年），森雅仁「英国における捜査手続⑨」捜査研究472号80-81頁

（1991年），稲田隆司「市民による起訴前身柄拘束状況の監視―イギリスのレイ・ビジター

（Lay Visitors）制度について―｣熊本法学91号15―16頁(1997年)，今野耿介｢英国警察近代

化の軌跡(上)｣警察学論集51巻4号112頁(1998年)など。

17) 参照，拙稿・前掲註(4)1149頁。

18) 参照，拙稿・前掲註(4)1147頁。

19) 参照，拙稿・前掲註(4)1144頁。

20) 参照，拙稿・前掲註(4)1147頁。

21) 1991年の改正については，参照，Anne Grosskurth, PACE at the police station, LEGAL

ACTION, November 1989, at 7 ; David Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, A
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flawed code-1, NEW LAW JOURNAL, March 9, 1990, at 320-322 ; David Wolchover and

Anthony Heaton-Armstrong, The questioning code revised and the flaws which persist-

2, NEW LAW JOURNAL, March 16, 1990, at 369-371 ; David Wolchover and Anthony

Heaton-Armstrong, The questioning code revised and the flaws which persist-3, NEW LAW

JOURNAL, March 23, 1990, at 407-409 ; The Independent, July 10, 1990 (LEXIS); David

Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, Nearly there on the Questioning Code? , NEW

LAW JOURNAL, November 9, 1990, at 1575-1579 ; David Wolchover and Anthony Heaton-

Armstrong, Nearly there on the Questioning Code?-2, NEW LAW JOURNAL, November 16,

1990, at 1615-1617 ; David Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, Nearly there on the

Questioning Code-3, NEW LAW JOURNAL, November 23, 1990, at 1656-1658 ; David

Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, Nearly there on the Questioning Code-4, NEW

LAW JOURNAL, November 30, 1990, at 1693-1694 ; H. C., Hansard, Second Standing

Committee on Statutory Instruments, & c., 11 December 1990, cols 3-18 ; H. L., Hansard, 13

December 1990, cols 624-638 ; David Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, The

Questioning Code Revamped [1991] Crim. L. R. 232, at 232-251. ザンダー・前掲註(16)147

頁，当番弁護士制度研究会「警察署における被疑者への助言と援助及び24時間当番弁護士

制度」自由と正義44巻７号62-60頁（1993年）。

22) 1995年の改正については，参照，Home Office, POLICE AND CRIMINAL EVIDENCE

ACT 1984 CODES OF PRACTICE DRAFT REVISIONS FOR CONSULTATION, 1994, at

25-71 ; David Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, Questioning and Identification :

Changes under P. A. C. E. '95 [1995] Crim. L. R. 356, at 356-370.

23) ｢1991年実務規範Ｃ11条４項 犯行について人に取調べを含む捜査をしている警察官が，

その者に訴追がなされると信じ訴追が成功するに足る証拠があると信じるときには，速や

かに，さらに述べることがあるのかについてその者に尋ねなければならない。もしもその

者がさらに述べることはないことを示すのであれば，その警察官はその犯罪について彼を

尋問することを遅滞なく止めなければならない。……｣〔Police and Criminal Evidence Act

1984 (s. 66) CODES OF PRACTICE REVISED EDITION, 2nd ed., 1991, at 58〕。

24) ｢1991年実務規範Ｃ16条１項 警察官が，被拘束者を訴追するのに足る証拠があり，訴

追が成功するのに足る証拠があり，かつ，その者がその犯罪について述べることを望むす

べてを述べたと思料するときは遅滞なく（かつ次のことを条件として），被拘束者を，そ

の後被拘束者の告発の是非を検討する責任を負う留置管理官の前に引致しなければならな

い。人が複数の犯罪について留置されている場合には，上記の条件がすべての犯罪につい

て充足されるまで留置管理官の前に彼を引致することを遅らせることが可能である（ただ

し，参照，11条４項）。……」〔Id. at 66-67〕。

25) ｢1991年実務規範Ｃ16条５項 ある犯行で告発されたか，その犯行を理由に訴追される

かもしれないとの告知を受けた後は，その犯行に関する尋問を被拘束者にしてはならない。

ただし，第三者または公共に対する侵害ないし損害を予防しもしくは最小限のものにする

ため，または前になされた返答ないし供述のあいまいな点を明らかにするために必要な場

合，または告発の後，もしくは訴追されるかもしれない旨を告知された後に判明した犯行
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に関する情報につき尋問し，それについてコメントする機会を与えることが司法の利益に

合する場合は，その限りではない。かかる尋問をする前に被拘束者には10条４項の文言で

黙秘権を告知しなければならない。［参照，注記16Ａ］｣〔Id. at 67〕。

26) Police and Criminal Evidence Act 1984 (s. 60(1)(a)and s. 66) CODES OF PRACTICE

REVISED EDITION, 1995, at 53-54. 1991年実務規範Ｃ11条４項と同じ内容である。

27) Id. at 63. 1991年実務規範Ｃ16条１項と同じ内容である。

28) ｢1995年実務規範Ｃ16条５項 ある犯行で告発されたか，その犯行を理由に訴追される

かもしれないとの告知を受けた後は，その犯行に関する尋問を被拘束者にしてはならない。

ただし，第三者または公共に対する侵害ないし損害を予防しもしくは最小限のものにする

ため，または前になされた返答ないし供述のあいまいな点を明らかにするために必要な場

合，または告発の後，もしくは訴追されるかもしれない旨を告知された後に判明した犯行

に関する情報につき尋問し，それについてコメントする機会を与えることが司法の利益に

合する場合は，その限りではない。かかる尋問を被拘束者に対してする前に，何も言う義

務はないが供述すれば証拠として提出されることがあると警告しなければならず，かつ，

上記６条５項に従って法的助言への権利に気づかせなければならない。［参照，注記16

Ａ］｣〔Id. at 64〕。

29) 拙稿・前掲註(4)1076頁。

第１章 裁判所の判断

第１節 PACE31条，41条４項

PACE31条は複数の犯罪に関連して警察署に居る者の状況について規定

しており，もしも第２の犯罪についてその人を逮捕する理由が存在するの

であれば，その人は再び告知されなければならないということを規定して

いる。その人が観念的に再び逮捕される時点において，その人はそのよう

に告知されなければならない1)。ルイス対サウス・ウェールズ警察警察本

部長事件判決2)において，バルコンベ控訴院裁判官（Balcombe L. J.）は，

次のように判決した。

｢そのことは，」「弁護人もわれわれに参照させた1984年法（PACE―

筆者）31条と完全に一致していると私には思われる。」「その条項にお

いて『この犯罪によりその者を逮捕しなければならない』という言葉

は，その人の身柄を拘束することや彼の自由を彼から奪うことを明ら
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かに意味しない。その条項のまさしくその定義するところによれば，

彼は既に逮捕されそして彼の自由を奪われているが，彼は第２の犯罪

について逮捕され得るということである。それは，『あなたは犯罪

はもちろん犯罪 についても身柄を拘束されている』と言うにすぎな

いことを行うことを熟考していると私には明確に思われる。それが

（PACE―筆者）31条の逮捕が熟考していることであると私には思わ

れるものである。｣3)

また控訴院は，嫌疑をかけられた者を釈放してすぐに再び逮捕すること

をこの規定は妨げると論じたが，直ちに逮捕する義務を警察官に課すもの

ではなく，釈放が差し迫る時点まで逮捕を遅らせてよいとも論じた4)。サ

ミュエル事件判決5)において，1986年８月６日に上訴人は武装強盗の嫌疑

で逮捕された。彼はレディーウッド（Ladywood）警察署へと引致され，

午後２時に到着した6)。７日午前９時43分と午後12時の間において，上訴

人は取調べられた。上訴人は強盗への関与については再び否認したが，２

件の不法目的侵入について自白した。その後取調官らはそれら２件の犯罪

について上訴人を逮捕した。午後１時に，武装強盗に関する証拠獲得のた

めに告発は遅らされ，４時間後に審査されることが留置記録に記載された。

午後４時30分に，上訴人は２件の不法目的侵入について告発された。午後

４時45分にソリシターが警察署に電話した際に，不法目的侵入について上

訴人は告発されたが，上訴人はいまだソリシターへのアクセスを許されて

いなかったと告知された。午後５時22分と40分の間において，上訴人は再

び取調べられた。この取調べにおいて，上訴人は強盗について自白した。

午後６時20分に，上訴人は強盗について告発された。午後７時25分に，ソ

リシターは警察署を訪れ上訴人と接見した7)。

ホジソン裁判官（Hodgson J.）は，PACE31条について次のように判決

した。

｢（PACE―筆者）31条 における仮定法は，『その逮捕からの釈放』

の差し迫った可能性を意味していることは明らかであると当裁判所に
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は思われる。当該条項の明らかな目的は，嫌疑をかけられた犯人を釈

放して直ちに再び逮捕することを妨げることであると，当裁判所には

思われる。また当該条項は，直ちに逮捕する義務を警察官に課してい

ない。彼の釈放が差し迫った」「時点まで彼を逮捕することを警察官

が遅らせることを妨げるであろうものを，われわれは当該条項におい

て見ない。｣8)

また重大な逮捕可能犯罪について留置中に，他の犯罪について告発する

のに足る証拠を警察が入手する場合，PACE42条１項9)の下で告発するこ

となく留置することが可能であるという主張10)に対して，次のように判決

した。

｢われわれはこの議論を受け入れることはできない。われわれの判決

において，（PACE―筆者）42条は留置の継続の許可を扱っており，

かつそれだけを扱っており，告発するのに足る証拠を警察が持つとこ

ろで人を告発することを遅らせる権限を警察に与えていない。｣11)

そして最終的にこの事件判決では不法目的侵入についての告発後，ソリ

シターへの相談は禁止されるべきではなく，そういったことなどを理由に

強盗罪についての有罪は破棄された12)。

このようにサミュエル事件判決では比較的軽微な余罪について PACE31

条での逮捕が問題となった一方で，デービソン事件判決13)では比較的重大

な犯罪について PACE31条での逮捕が問題となった。デービソン事件判決

において，1986年８月29日午前６時25分に，被疑者は武装強盗で得られた

指輪についての贓物関与罪で逮捕された。午前７時に，警察署に到着した。

その時点で被疑者は，ソリシターを要求しなかった。午前９時12分と10時

25分の間において，被疑者は指輪の贓物関与罪について取調べられた。そ

の取調べの終わりの時点で，警察は指輪について被疑者に不利な証拠を

持っていなかった。午前11時までに警察官らはそのことを考える機会を

持っており，直ちに被疑者を釈放するべきであったと，事実審理裁判官は

判決した。その後については当該留置は合法ではなかったと，事実審理裁
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判官は考えた。留置管理官は，その段階においてその状況について知らさ

れていなかった。そこでは警察留置の制限に関する PACE34条14)および告

発前の留置管理官の義務に関する PACE37条15)違反があった。午後１時15

分に，留置延長が許可された。午前10時25分と午後３時の間において，金

の延べ棒に関係する重大な武装強盗に被疑者が関係していたことを，警察

官らは知った。午後３時に，ソリシターへのアクセスを遅らせかつ外界と

遮断し続けるように警察官らは警視に許可を求めた。午後４時26分に，被

疑者は金の延べ棒強盗への関与を認めた者と対面させられた。その後，警

察官らと被疑者の間で会話があった。被疑者は，金の延べ棒強盗を含む２

件の事件について尋問されていると告知された。被疑者はその犯罪につい

て逮捕されておらず，それゆえ PACE31条違反であった。午後５時10分に，

被疑者は取調べられた。被疑者はソリシターを要求したが，アクセスは許

されなかった。その後被疑者は自白し，午後８時に取調べが終了した際に

被疑者は妻に電話をすることとソリシターへのアクセスを許された16)。中

央刑事裁判所のクーム裁判官（His Honour Judge Coombe）は，次のよう

に判決した。

｢Ｄ（デービソン―筆者）は，金の延べ棒強盗に関係するはるかによ

り重大な犯罪では１度も逮捕されなかった。訴追側は」「（PACE―筆

者）31条に違反していた。それは単なるテクニカルな違反ではなかっ

た。Ｄ（デービソン―筆者）は彼の権利に気づかせられなければなら

なかったであろう。もしも彼が適切な時点でその逮捕について告知さ

れていたのであれば，彼はその後ソリシターを要求していたかもしれ

なかった。」「ソリシターを準備し損なうことは圧迫（oppression）を

結果しなかったが，第１の取調べが終わった後においてＤ（デービソ

ン―筆者）は不法に留置されており，そして金の延べ棒強盗について

彼を完全に逮捕し損なっていた。警察権限は『不法な方法で行使』さ

れており，それゆえ結果として圧迫になる可能性があった。」「第１の

取調べの終了後のすべての証拠は，（PACE―筆者）76条17)の下で許
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容されないものとして排除されなければならない。｣18)

その一方で，被疑者が１つの犯罪で逮捕下にあるが他の犯罪について彼

を逮捕するのに足る証拠がない場合に，黙秘権が告知され，かつ立会いの

ソリシターを持つ権利について助言されるのであれば，第２の犯罪につい

て被疑者は尋問され得た19)。

また1976年ドメスティック・バイオレンスおよび婚姻訴訟手続法

（Domestic Violence and Matrimonial Proceedings Act 1976）の差止命令に

よる逮捕は，PACE31条の犯罪による逮捕には該当しない。しかしながら

同じ行為が犯罪による逮捕権限と差止命令違反による逮捕権限の両方を生

じさせていた場合，第2の逮捕を遅らせることでその期間を延長すること

は立法趣旨に反していたとされた20)。ウィールドン対ウィールドン事件判

決21)において，1996年12月10日にウィールドン氏（Mr Wheeldon）は傷害

の嫌疑で逮捕されたと告知され，その後警察署へと引致された。午後５時

19分に，ウィールドン氏は傷害で告発されず暴行で告発され，そして保釈

された。しかし保釈後直ちに，差止命令違反を理由に再び逮捕されたので

あった。11日午前８時55分に，県裁判所に引致され釈放された22)。ウルフ

裁判官（Lord Woolf MR）は，次のように判決した。

｢1984年警察・刑事証拠法41条の規定について検討がなされる際に，

（PACE―筆者）31条の理屈は明らかとなる。その条項において述べ

られたコンディションを条件に人は24時間身柄を拘束されるだけであ

るべきであるという政策を，その条項は明らかに確立している23)。も

しも人を逮捕しそれから釈放し直ちに再び逮捕することで警察が24時

間の期間を再び流れる時計をスタートさせることができたなら，

（PACE―筆者）41条に含まれた告発までの留置時間の制限を警察は

潜脱できた。（PACE―筆者）31条は」「そのハプニングを妨げる。｣24)

またウォード控訴院裁判官（Ward L. J.）も，次のように判決した。

｢1984年警察・刑事証拠法31条および41条４項は」「このような事件

における留置時間を24時間に制限していることから，」「この事件にお

104 ( 336 )

立命館法学 2002 年４号（284号)



いて警察によって採用された実務は私が承認するものではない。その

状況が明らかに２つの逮捕理由を示す場合に，彼は最初の逮捕の24時

間以内に処理されかつ裁判所の前に引致されることをその精神は要求

している」「。｣25)

ただしこの事件では PACE31条は適用されないとされた26)。

第２節 PACE48条

PACE48条によって改正された1980年治安判事裁判所法（Magistrates'

Courts Act 1980）128条８項 および について，次のような裁判所の判

断があった。ベイリー事件判決27)において，1990年５月29日に第１の強盗

があった。そして６月４日に，２件の強盗があった。同夜遅くに，ベイ

リー（Bailey）とサミュエルズ（Samuels）は逮捕された。５日に，スミ

ス（Smith）が逮捕された。５日と６日に，上訴人であるベイリーとスミ

スはソリシターの立会いの下で長々と取調べられた。そしてベイリーは５

回取調べられた。上訴人らは，黙秘権を行使した。６日午後に，上訴人ら

は1990年１月１日から６月５日にかけてのノッティンガム（Nottingham）

地域における強盗への共謀で告発された。上訴人らと他の身柄拘束中の３

人の被疑者らが嫌疑をかけられていた，約12件の強盗が存在していた。６

月７日に，捜査担当のウォーバートン刑事主任警部（Det Chief Insp

Warburton）は，勾留房の１つに盗聴器を設置する許可を副警察本部長に

要求しそれを獲得した。８日に，盗聴器が設置された。同日，上訴人らと

サミュエルズは治安判事裁判所に出廷した。同一性識別パレードを目的と

して，警察勾留が請求された。しかし警察勾留の別の目的は，盗聴器の設

置された勾留房に上訴人らを入れることであった。８日午後に，上訴人ら

は警察署に戻った。そして盗聴についての上訴人らの疑いをかわすために，

捜査官らは同じ勾留房に上訴人らが入ることに反対であったが非協力的な

留置管理官によってそれが強要されたというふりをした。そして上訴人ら

は，勾留房において罪を認める会話をなした28)。事実審理において，勾留
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房でテープ録音された会話を PACE78条１項29)の下で排除するように事実

審理裁判官は自由裁量を行使するべきであったと，上訴人らは主張した。

しかし事実審理裁判官は，それを許容した。そして上訴人らは有罪となっ

た。そしてテープ録音された会話の証拠は不正に認められたことを特に理

由にして，上訴人らは上訴したのであった30)。２つの論点があった。第１

に，警察勾留はそれ自体が1980年治安判事裁判所法，PACE，実務規範に

違反するなど複数の点で不法であったということ。第２に，なされた策略

がたとえ法律や実務規範に直接違反しなくとも，それら規定とさらには黙

秘権を弱めているのだから許容できる証拠ではないということであった31)。

第１の論点に関連してサイモン・ブラウン控訴院裁判官（Simon

Brown L. J.）は，PACE48条によって改正された1980年治安判事裁判所法

128条８項 について次のように判決した。

｢議論は（1980年治安判事裁判所法―筆者）128条８項 の『他の犯

罪』という言葉の範囲に向けられる。こういった言葉は既に告発され

た犯罪にまったく関連しない犯罪にのみ及ぶように限定的に解釈され

得ると，ウッド氏（Mr Wood）（スミスの弁護人―筆者）は主張して

いる。ここにおけるように，被告人が既にそれ自身が複数の個々の強

盗を包含する傾向のある強盗の共謀罪で告発されているところで，そ

れら個々の強盗は当該条項の意味において『他の犯罪』として適切に

みなされ得ない（ということであった―筆者）。われわれは同意でき

ない。われわれの判決においては，主張されている方法で当該規定を

解釈することは単に不必要であるというだけではなく，まったく不自

然であろうと言うに留めておこう。｣32)

｢（また―筆者）われわれの判決において，他の犯罪についての取調

べを含む捜査の目的で被告人が警察署に留置される必要性が存在して

いるのかという問題にまさに直接関係することは何でも治安判事らは

話されるということを，1980年（治安判事裁判所―筆者）法128条８

項 は要求しているにすぎない。」「したがって，これらの者達が特定
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の強盗に関して確認され得たのかを見るために同一性識別パレードを

するという警察の要望以上のものを治安判事らに示すことは，必要で

もないし適切でもなかった。また被告人のソリシターらを誤った方向

に導くという問題もなかった。すなわち，被告人の房に盗聴器を仕掛

ける警察のプランを彼らに告知する積極的な義務下に警察はなく，そ

して」「彼らは虚偽の情報を与えられてはいなかった。｣33)

また PACE48条によって改正された1980年治安判事裁判所法128条８項

に関連して，次のように判決した。

｢1980年治安判事裁判所法128条８項 および1984年警察・刑事証拠

法39条34)の結合した効果に従って被告人の警察勾留に続いて明らかに

作用する規定である1984年法（PACE―筆者）36条５項35)違反がここ

ではあったと，ウッド氏は主張している。」「（しかし―筆者）彼（留

置管理官―筆者）が捜査官らとなした方法での協力を法的に禁じられ

ているとして留置管理官をみなすことは，われわれにはまったく非現

実的であるように思われる。すなわち，彼（留置管理官―筆者）はそ

れによって彼の職務を奪うことを彼ら（捜査官ら―筆者）に許してい

なかった。またわれわれは，(1991年実務―筆者）規範Ｃ８条１項36)

違反があったということを受け入れていない。｣37)

次に第２の論点について，ベイリーの弁護人であるメリーリーズ氏

（Mr Merrylees）は次のように主張した。上訴人らは取調べにおいて黙秘

することを選択した。そして上訴人らは告発された。1991年実務規範Ｃ16

条５項によって，警察はさらに尋問することはできなかった。しかし盗聴

された勾留房に上訴人らを一緒に入れ，かつ盗聴されていないと信じさせ

ることによって話をするように罠を仕掛け，実際に警察に話すような形に

なったのであった。これら自白は任意のものとしてみなされ得なかった38)。

そしてこの主張に対して，次のように判決がなされた。

｢この議論をわれわれは受け入れることはできない。もちろん関連す

る時点においてこれら被告人は，さらなる警察尋問の対象には適切に

107 ( 339 )

イギリス1984年警察・刑事証拠法期におけるホールディング・チャージについて（和田)



はなり得なかった。しかし彼らがそうすることを選んだ場合に，お互

いに罪を負わせるように話す機会から彼らが保護されなければならな

かったと言うのではない。任意にお互いに話をしていることと警察に

不本意な供述をしていることとを等しいと考えようとしている点で，

われわれの判決においてメリーリーズ氏の論証は崩れる」「。｣39)

また PACE48条によって改正された1980年治安判事裁判所法128条８項

について，次のような裁判所の判断があった。ペンリス裁判所事件判

決40)において，申立人はペンリス（Penrith）で犯された不法目的侵入罪

で告発され，ペンリス裁判所の前に出廷した。ノッティンガムとノー

フォーク（Norfolk）で犯された犯罪について取調べるための訴追側によ

る警察勾留の請求に従って，1980年治安判事裁判所法128条７項41)の下で

ノッティンガム治安判事裁判所に出廷するよう，申立人は警察勾留された。

その３日間の中で，ペンリスの不法目的侵入について再び告発され，そし

てノーフォークの不法目的侵入およびカーディフ（Cardiff）その他での不

法目的侵入への共謀についてさらに告発されつつ，申立人はノッティンガ

ム裁判所に出廷した。ノッティンガム地域で発生していない犯罪を取扱う

管轄権をノッティンガム裁判所は持たず，申立人はペンリス裁判所に戻さ

れるべきであることが，ノッティンガム裁判所の前で争われた42)。その後

申立人は，ノッティンガム治安判事裁判所に彼を勾留するペンリス裁判所

の決定などを破棄することを要求しつつ，司法審査手続を開始した43)。

ノーラン裁判官（Nolan J.)44)は，次のように判決した。

｢ペンリスの裁判所は，警察署に３日間を超えない期間Ｍ（申立人―

筆者）を勾留する権限を彼らに与えた1980年治安判事裁判所法128条

７項の下でＭ（申立人―筆者）を勾留した。しかしながら（1980年治

安判事裁判所法―筆者）128条８項 は，彼を投じた治安判事裁判所，

すなわちペンリスにＭ（申立人―筆者）が戻らされることを要求して

いた。」「ペンリス裁判所は，ノッティンガム治安判事裁判所に彼を勾

留する権限を持っていなかった。｣45)
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また PACE48条と法的助言を受ける権利についての PACE58条46)との関

係について，次のような裁判所の判断があった。サウス・ウェールズ警察

本部長事件判決47)において，ラルフ・ギブソン控訴院裁判官（Ralph

Gibson L. J.）は，次のように判決した。

｢告発後の最初の裁判所への出廷において，身柄拘束中の者に関して

（PACE―筆者）58条の規定はいつでも適用されないという主張は受

け入れることはできないと私は考える。すなわちこのような出廷は

（PACE―筆者）46条48)の下で生じるかもしれず，そして通常は他の

犯罪についての尋問を許すためのものであると私が理解する（1984年

法（PACE―筆者）48条によって追加されたような）1980年治安判事

裁判所法128条７項の下で彼は警察署での留置に投じられるかもしれ

ない49)。」「このような状況においてはもちろん捜査手続は継続するで

あろうし，このような勾留の下で警察署において身柄拘束中，

（PACE―筆者）58条１項50)の規定は明らかにこのような者に適用さ

れるであろう。｣51)

第３節 黙秘権の告知

黙秘権を告知52)する義務への違反は被疑者への権利侵害を結果しなかっ

たという裁判所の判断があった53)。オニ事件判決54)において，オニ

（Oni）が大麻入りのタバコを自動車から投げ捨てたのを目撃した警察官

が，オニにそれが大麻であるのかを尋ねた。そしてオニがそれを肯定した

際に，警察官は黙秘権を告知した。約２分後に，警察官はヘロインと現金

の入った手提げ袋を車中において発見した55)。Ｂ級薬物単純所持というよ

りも供与目的でのＡ級薬物所持の犯罪について嫌疑をかける合理的な理由

をその発見が与えたのにもかかわらず，さらに黙秘権が告知されるという

ことはなかった56)。２度目の黙秘権の告知なしに得られた返答は1984年57)

実務規範Ｃ10条１項58)および５項59)に違反し，PACE78条の下で排除され

るべきであると，オニは主張した。しかし事実審理裁判官はその証拠を許
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容し，オニは供与目的でのヘロイン所持で有罪となった。事実審理裁判官

はその証拠を排除するべきであったことを理由に，上訴がなされた60)。控

訴院刑事部61)は，次のように判決した。

｢予備尋問においてО（オニ―筆者）は証拠を与えず，そのことは彼

が２度黙秘権を告知されなかったことによって害されなかったことを

証明していた。そして」「第１の黙秘権の告知と逮捕に伴う黙秘権の

告知の間では，わずか２分が経過したにすぎなかった62)。」「大麻タバ

コについて尋問中になされた黙秘権の告知は，後の尋問をカバーしそ

うであった。規範違反はなかった。｣63)

またオニ事件判決と同じような64)ポール事件判決65)において，上訴人は

盗んだクレジットカードの使用による詐欺への共謀について逮捕され，黙

秘権を告知され，そして告発された。上訴人は保釈されたが66)，1989年11

月23日に警察は保釈違反について上訴人を逮捕し，他の11月11日の犯罪の

嫌疑でも逮捕した。上訴人は逮捕後警察署へと引致され，まったく適切に

黙秘権を告知された。午後３時45分に，上訴人は取調べられた。その際に

1989年11月11日の詐欺未遂について尋問すると告知され，それから黙秘権

を告知された。それは適切な黙秘権の告知であり，またそれが11日の犯罪

についての尋問に向けられていたことは明らかであった。またソリシター

の立会いなしに取調べられることに，上訴人は同意していた。それから上

訴人は11日の犯罪について尋問された。約15分後に捜査は終了した。それ

から既に告発されていた犯罪についての尋問が始まった。ここで上訴人が

ソリシターの立会いを望まないことが，確認された。既に告発されていた

事件について取調べはできないが，上訴人は任意に供述した67)。それが午

後４時20分であった。午後４時35分に，上訴人は手書きで供述調書を書き

始めた。上訴人は，午後６時25分まで書き続けた。15分間休憩し，それか

ら供述の他の本質的な部分を書いた。午後７時以降，恐らく午後８時近く

にそれは終了した。その供述は他の共同被告人に責任を押し付けるもので

あったが，彼自身の有罪についても認めてしまっていた。午後８時05分に，

110 ( 342 )

立命館法学 2002 年４号（284号)



上訴人は黙秘権を告知され取調べられた。午後８時15分に，それは終了し

た68)。グライドウェル控訴院裁判官（Glidewell L. J.）は，次のように判決

した。

｢彼ら（刑事ら―筆者）は，彼らにとって恐らくまったく目新しいシ

チュエーションに直面させられていた。」「彼（上訴人―筆者）は彼が

供述調書を書くたった約30分前に，オゥッズィリクロー刑事（D. C.

O'Driscoll）が彼に尋問していた事件（1989年11月11日の事件―筆者）

について黙秘権を告知されていたことから，さらに黙秘権を告知する

ことの必要性は単純に彼らに生じなかったのかもしれない。」「（しか

し―筆者）ほとんどの状況において黙秘権の不告知は重要であること

に結び付けられる。」「（それでは―筆者）事実審理裁判官は

（PACE―筆者）78条の下でこの供述を排除するべきであったのか？」

「彼は明らかに不十分に黙秘権の告知を受けていた。」「（しかし―筆

者）いずれにしても誤った防御感覚であるとかその類のものへと彼が

誤解へ導かれたとか寝かしつけられたとは，われわれは絶対に考える

ことはできない。」「その供述は適切に許容された。｣69)

しかしその一方で，被疑者を尋問する前に捜査の本当の性格に被疑者が

気づくことを警察は確実にしなければならないといったことが1995年実務

規範Ｃ10条１項70)の趣旨であるということが言われた。この要件が充足さ

れる場合にのみ，法的助言を利用するのかどうかについて，およびどのよ

うに尋問に答えるのかについて被疑者は有意義な判断をすることができる。

同じ事件から生じている重大さの異なるレベルの複数の犯罪で人を逮捕す

る理由が存在している場合に，比較的軽微な犯罪についてだけ逮捕と尋問

をして，不利な返答がなされてから捜査はより重大な犯罪にも関係してい

ることを明らかにすることは不法かつ不公正であるということが言われ

た71)。

カーク事件判決72)において，1996年10月８日午後９時52分に不法目的侵

入があった。さらに午後11時頃に強盗があった。そして９日午後１時に，
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上訴人は不法目的侵入の嫌疑で逮捕された73)。その一方で，強盗の被害者

であるノウブル夫人（Mrs Noble）は強盗の際の転倒が原因で午後６時12

分に死亡した74)。午後８時20分に，上訴人は取調べられた。上訴人は適正

にソリシターのサービスを勧められたがそれを断り，それから逮捕された

不法目的侵入罪についてだけ尋問された。10日午前９時10分に，上訴人は

再び取調べられかつソリシターのサービスを勧められた。上訴人は不法目

的侵入について再び尋問され，自白した。正午頃に上訴人はソリシターと

接見し，これまで尋問されてきた不法目的侵入についてソリシターに指示

を与えた。午後２時30分に，上訴人は治安判事裁判所の前に引致され不法

目的侵入罪について勾留された。

午後３時15分に，治安判事裁判所への出廷後上訴人はノウブル夫人への

暴行罪とノウブル夫人のハンドバックの盗罪で逮捕された。その段階に至

るまでにすべての判決の決め手となる情報を警察は握っていたが，上訴人

は強盗または故殺で逮捕されなかった。警察は，さらに役立つものを得る

ためにこの着実な方法で手続を進める思慮深い判断をしていた。午後４時

30分に，上訴人は再び取調べられ，そしてソリシターのサービスを断った。

上訴人は不法目的侵入について自白したが，ノウブル夫人に対する暴行や

盗罪については否認した。午後８時07分に上訴人は取調べられ，その際に

もソリシターのアシスタントを断った。取調べの過程で上訴人は，警察が

彼のガールフレンドから供述を得ていたことを告知された。その供述によ

れば上訴人はハンドバックを盗んだことについて彼女に認めており，上訴

人が警察によってそのことを告知された際に，ノウブル夫人からバックを

奪った人物であると認めるようにその事実は上訴人を促した。それから結

果的に非常に長い取調べとなったものの途中で，取調官はノウブル夫人が

死んだことを告知した。以後，上訴人はノウブル夫人を襲ったということ

から彼自身を引き離すようになった。しかし午後10時頃に，上訴人は留置

管理官に対してハンドバックのありかを話した。午後11時に捜索がなされ

たが，ハンドバックは発見されなかった。11日午前０時15分に，上訴人は
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さらに取調べられソリシターのサービスも勧められた。その取調べにおい

て，上訴人が述べていたことはノウブル夫人の身に起こっていたことで

あったと上訴人は認めた。午前０時32分に，上訴人は強盗で告発された。

そして午前10時44分に，上訴人は故殺で告発された75)。ケネディ控訴院裁

判官（Kennedy L. J.）は，次のように判決した。

｢（PACE―筆者）76条２項 76)は，この事件には適用されない。｣77)

「逮捕した警察官が逮捕のなされた犯罪よりもより重大な犯罪につい

て被疑者を尋問するつもりであるかまたはさらに彼を尋問するつもり

である場合に，尋問前かさらに尋問する前に，警察・刑事証拠法

（PACE―筆者）37条によって予想されたようにより重大な犯罪につ

いて被疑者を告発するか，または少なくとも捜査の本当の性格に彼が

気づくことを彼らは確実にしなければならない。それが（1995年実務

―筆者）規範Ｃ10条１項78)の要点かつ趣旨である。」「彼らはそれをし

なければならず，そうすることで無料の法的助言を得る権利―（1995

年実務―筆者）規範Ｃ11条２項79)に規定された権利―を行使するかど

うかを決める際に，そして警察が彼に尋ねるつもりである尋問にどの

ように答えるのかを決める際に，そのファクターすなわち行われてい

る捜査の性格に彼は適切な重要性を与えることができる。」「身柄拘束

中の被疑者は彼がそこにいる理由を知るであろうし，取調べられてい

る際には彼が嫌疑をかけられている犯罪のレベルを少なくとも一般的

な言い回しで知るであろうという仮定の上で，1984年法（PACE―筆

者）およびその下で存在している実務規範は進む。そしてもしも彼が

知らないでいて，その結果として法的助言を要求せず，そうでなけれ

ば彼が与えなかったかもしれない決定的な返答を与えるのであれば，

その証拠は」｢通常の状況において（PACE―筆者）78条に従って排

除されるべきである。なぜならその自白は，手続の公正さにひどく逆

の効果を持つであろうからである。｣80)

その結果，故殺と強盗についての有罪判決は破棄された81)。
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第４節 ホールディング・チャージ

1 逮捕は拘禁の始まりである82)。逮捕が告発に続く必要はない。ある犯

罪への関与について人に合理的な嫌疑をかける警察官は，警察署のより

フォーマルな雰囲気の中で被疑者を取調べる目的で逮捕してよい83)。しか

しながら逮捕権限は，適切な目的のために行使されなければならない。

チョークレイ事件判決84)において，被逮捕者がその犯罪を犯したと疑う合

理的な理由を警察が持つのであれば，ホールディング・チャージで警察が

逮捕することは適切であると，控訴院は判決した。他のより重大な犯罪を

捜査する欲求にこのような逮捕が動機付けられているという事実は，それ

を無効にしないとされた85)。

チョークレイ事件判決において，1994年３月17日に警察官らは強盗を犯

そうとしていた上訴人であるジェフリス（Jeffries）とチョークレイ

（Chalkley）らを目撃した。しかしながら，彼らは警察の存在に気がつい

て逃走した。そして６月に，強盗が発生した。上訴人らが関与しており，

他にも所轄地域における銃器使用を伴う強盗を計画していたと，地域犯罪

隊（Regional Crime Squad）は考えた。その恐れは非常に深刻であり，上

訴人らの家の１つに盗聴器を仕掛けることによってのみ先手を打つことが

できると，地域犯罪隊は判断した。そこで他の事件についてチョークレイ

とその同居人カーター（Carter）を逮捕し，一時的に彼らと彼らの子供ら

を家から引き離すことが計画された86)。そしてチョークレイの自宅に盗聴

器を仕掛けるために，以前に情報を得ていたクレジットカード詐欺につい

てチョークレイらを逮捕することになった87)。地域犯罪隊のハリソン刑事

（Det Con Harrison）はケンブリッジシャー（Cambridgeshire）の警察本部

長に許可を求め，６月21日に許可が下りた。

ここでクレジットカードについての２人の逮捕は，でっちあげではな

かった。ケンブリッジシャー警察情報部のフレッチャー刑事（Det Con

Fletcher）は３月の段階で，チョークレイがクレジットカード詐欺を犯し，
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そしてカーターもそれに関与していたという情報をつかんでいた。しかし

ながらフレッチャー刑事と他のケンブリッジシャーの警察官らがその時点

でなした捜査は，失敗に終わっていた。そして６月に，チョークレイと

カーターを逮捕し地域犯罪隊の警察官らが盗聴器を仕掛ける間家から引き

離す口実として詐欺事件を利用する目的で詐欺事件の捜査を再開すること

に，ハリソン刑事とフレッチャー刑事は決めたのであった。フレッチャー

刑事は，クレジットカードの事件について捜査を開始した。その結果，ク

レジットカード詐欺の共謀の嫌疑でチョークレイとカーターを逮捕する理

由の存在を，ハリソン刑事とフレッチャー刑事は確信した。チョークレイ

とカーターを逮捕する合理的な理由を与える情報を持っていることを話し

ながら，フレッチャー刑事はケンブリッジシャー警察の３人の警察官らに

必要な指示を与えた。しかし背後にある地域犯罪隊の計画については，そ

の警察官らに話さなかった。

７月８日に，チョークレイとカーターは逮捕され警察署に引致された。

クレジットカードを発行したバークレー銀行（Barclays Bank）を詐取す

ることへの共謀で有罪であると疑う合理的な理由を警察官らは持っていた

と，逮捕時にめいめいに告知した。また警察官らはチョークレイの家の鍵

を差し押さえた。その後，地域犯罪隊から来た警察官らが差し押さえた家

の鍵を使用して家に入り，盗聴器を設置した。そしてその後の使用に備え

て，鍵をコピーした。

その一方で，クレジットカード犯罪について取調べを含む捜査がなされ

ている間，ケンブリッジシャーの警察官らはチョークレイとカーターを警

察署において身柄拘束していた。午後４時から５時の間に，警察官らは

チョークレイとカーターのそれぞれを取調べた。そしてチョークレイはコ

メントせず，カーターは関与を否定した。午後６時30分頃にカーターは釈

放され，午後９時15分頃にチョークレイが釈放された。警察は告発はしな

かったが，条件付で保釈したのであった。

その後，ジェフリスとチョークレイの会話から強盗の計画への関与を示
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す多くの証拠を盗聴器は生み出した。８月24日に，ケンブリッジシャー警

察の警察官らが保釈の条件に従って警察署に来ていたチョークレイとカー

ターを再び取調べた。取調べにおいて警察官らはクレジットカードの詐欺

使用の事件に手短に触れたが，さらに何かが明らかになるということはな

かった。チョークレイとカーターが，詐欺に関係する何らかの犯罪で告発

されるということはなかった。その取調べの間に地域犯罪隊の警察官が合

鍵を使用してチョークレイの家に入り，盗聴器のバッテリーを交換した。

帰宅したチョークレイらが盗聴器の存在に気がつくことはなく，９月に

ジェフリスとチョークレイが逮捕されるまでの間，盗聴器によって証拠が

得られた88)。オールド控訴院裁判官（Auld L. J.）は，要約すると次のよう

に判決した。

確かに国民の自由は重要であり，それは奪われる理由を告知される権利

を含むデュー・プロセスによってのみ奪われ得る基本権である。しかしこ

こでの逮捕は合法であった。

第１に事実関係について，クリスティー対リーチンスキー事件判決89)で

は，警察は正当な理由のない逮捕理由をリーチンスキー（Leachinsky）に

告知していた。しかしチョークレイ事件判決では，嫌疑をかけられたクレ

ジットカード詐欺は逮捕の正当な理由であった。またクリスティー対リー

チンスキー事件判決では，警察官らが被疑者に告知しなかった代わりの正

当な逮捕理由が存在していた。しかしチョークレイ事件判決では，代わり

になる逮捕理由は存在しなかった。

第２に，逮捕官は嫌疑をかけた犯罪に関連する事件によってのみ動機を

与えられなければならず，そしてそれについての真の理由を国民に告知し

なければならないという一般原則には制限や例外が存在するという見解に，

サイモン子爵（Viscount Simon），シモンス裁判官（Lord Simonds）そし

てドゥ・パック裁判官（Lord du Parcq）はあったということである。合

理的な理由のない他のより重大な犯罪についての捜査を可能にする目的で

の，そして逃亡防止の目的での，嫌疑をかける合理的な理由を警察が持つ
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１つの罪状による逮捕と留置の合法性について，シモンス裁判官90)と

ドゥ・パック裁判官91)は考慮した。そしてシモンス裁判官は，警察官には

大きな自由裁量があるべきだと述べていた92)。そして，そのよく知られた

司法にとってまずまずの手助けとなる論法である「ホールディング・

チャージ」は，ここにおけるように警察が逮捕する合理的な理由を持ち逮

捕時に告知したのだけれども，他のはるかにより重大な犯罪を捜査し阻止

する欲求に動機付けられていた状況にも，同じように適切であると思われ

る。したがって逮捕は合法であった93)。

2 またホールディング・チャージの規制に関連する PACE の条項が，

実際にどのように連係して作用するかが裁判所の判断において示された。

フェータム治安判事裁判所事件判決94)において，1987年11月21日に強盗が

発生した。28日に，申立人は逮捕され身柄を拘束された。同じ頃連続して

他の強盗が発生しており，それら他の強盗にも申立人は関与していたかも

しれないと信じる理由を警察は持っていた。申立人は11月21日の犯罪につ

いて告発され，そして勾留された。12月21日に，申立人は治安判事裁判所

に出廷した。その機会において申立人はさらに１月５日まで勾留された。

１月５日に，訴追側が PACE48条によって改正された1980年治安判事裁判

所法128条の警察勾留を請求した際に，その治安判事はその請求に応じる

権限がないということが主張された。治安判事が持っていた勾留権限は通

常の勾留する権限のみであって，申立人は警察勾留ではなくリマンド・セ

ンターへと行くであろうということが申し立てられた。治安判事の権限は，

逮捕時，および 逮捕と告発の間において捜査されていた他の犯罪とは

異なる犯罪についての取調べを含む捜査のための留置に制限されたという

ことが申し立てられた。パーカー控訴院裁判官（Parker L. J.）は，次のよ

うに判決した。

「それら（他の強盗―筆者）について有罪であると彼（申立人―筆者）

を疑う合理的な理由があったのだから，この事件における申立人は他
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の強盗での逮捕を免れず，それゆえ他の犯罪についてもまた彼を逮捕

することが，（PACE―筆者）31条の下での警察の責務であったとい

うことが（申立人側によって―筆者）主張されている。（PACE―筆

者）31条の目的は，―そして私はこれを受け入れている―ホールディ

ング・チャージのシステムを妨げることであると主張されている。」

「私が述べているように，私はそのことを受け入れるであろう。しか

しそのことから，告発され治安判事裁判所の前に居た者は申立人が告

発された後に明らかとなった犯罪を除いて警察勾留され得ず，彼が逮

捕され得た犯罪は排除されることに当然になるという申立を受け入れ

るということへのステップは，私が受け入れることのできないステッ

プである。

ヴァイン氏（Mr Vine）（申立人側の弁護人―筆者）が争っている

その解釈が受け入れられなければ，（PACE―筆者）31条が妨げるよ

うに考案されていたまさに悪を犯すことが1980年治安判事裁判所法

128条によって可能となるであろうと，申し立てられている。考慮に

値する巧妙さを行使することで1980年治安判事裁判所法128条がその

ように利用され得たことはもっともである。」

「（しかしながら―筆者）もしもヴァイン氏の申立が受け入れられたの

であれば，人はいくつかの非常に奇妙な結果を得るであろうと私には

思われる。」「人が犯罪 で逮捕され，そして逮捕時に犯罪 ， ，

そして についても彼は有罪であったと信じる合理的な理由があった

かもしれない。しかし数時間後に，犯罪 と が立証されるかことに

よると告発の対象となる見込みは本当はなかったという結論に，警察

が行き着くかもしれない。それゆえ当然に，それら２件の犯罪につい

て彼らの取調べを含む捜査を追及することを，彼らは止めるかもしれ

ない。それから約９か月後に申立人が告発されている犯罪 の事実審

理において，犯罪 と についても彼ら（警察―筆者）は取調べを含

む捜査を追及するべきであるということを警察に申し分なく明白にし
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た証拠の欠けている部分が，明らかとなるかもしれない。たとえ最初

の逮捕時に少しも明らかとならなかった犯罪について彼（申立人―筆

者）がそのように勾留され得たにしても，申立人が最初に逮捕された

際に犯罪 と は最初から捜査の範囲内にあったことから，彼は1980

年治安判事裁判所法128条の下で警察勾留され得ないと，ヴァイン氏

は言うであろう。それはまったく不自然であると，私には思われる。

この事件において警察がなすべきであったことは，他の犯罪すべて

についての彼らの取調べを含む捜査を完全にし尽くすまで，彼らが最

後になした告発を差し控えることであったということが，ひところは

言われていた。私はその提起を受け入れることはまったくできない。

十分な証拠があったと結論を下したなら告発するということが，

（PACE―筆者）37条７項の下での彼らの義務であったと，私には思

われる。いったん告発されると，1984年警察・刑事証拠法43条95)およ

び44条96)は，使い果たされている。申立人は，告発されることなく身

柄を拘束されることはもはやない。しかしそれから，1980年治安判事

裁判所法128条の下での権限が効力を発生する」「。｣97)98)

1) Michael Zander, THE POLICE AND CRIMINAL EVIDENCE ACT 1984, 2nd ed., 1990, at

68-69 ; 3rd ed., 1995, at 78.

2) Lewis and another v. Chief Constable of the South Wales Constabulary [1991] 1 All E. R. 206.

3) Id. at 211.

参照，John Marston, THE REASONS FOR AN ARREST, Justice of the Peace, vol. 155,

March 2, 1991, at 131-133.

4) Zander, supra note 1, at 69 ; at 78.

5) R. v. Samuel [1988] 1 Q. B. 615.

参照，鯰越溢弘「黙秘権と刑事弁護」季刊・刑事弁護２号164頁（1995年），鯰越 弘
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察官は， 告発することなく留置を続けることがその者の逮捕の理由となった犯罪に関す
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10) R. v. Samuel, supra note 5, at 623.

11) Id. at 623.

参照，Zander, supra note 1, at 84 ; at 98-99. 森雅仁「英国における捜査手続（四）」警

察学論集43巻12号133頁（1990年），森雅仁「英国における捜査手続⑫」捜査研究475号78

頁（1991年）。

12) R. v. Samuel , id. at 615-616.

参照，森雅仁「英国における捜査手続（六・完）」警察学論集44巻２号141頁（1991年），

森雅仁「英国における捜査手続 」捜査研究490号87-88頁（1992年），長沼範良「接見交

通権の各国比較―イギリス」法律時報65巻３号53頁（1993年）。

13) R. v. Davison [1988] Crim. L. R. 442.

14) 1984 c. 60, at 2763-2764.

15) 1984 c. 60, at 2766-2768.

16) R. v. Davison , supra note 13, at 442-443.

17) 1984 c. 60, at 2806-2807.

18) R. v. Davison, supra note 13, at 444.

19) R. v. Mason and Stephens C. A. (Unreported) Case no. 90/398/Y4. 参照，Zander, supra

note 1, 1995, at 78.

20) P. J. Richardson (ED.), ARCHBOLD CRIMINAL PLEADING, EVIDENCE AND

PRACTICE, 2001, at 1421 ; 2002, at 1389.
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る捜査手続⑬」捜査研究476号80頁（1991年）。
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The Queen ; Kamm v. The Queen (1992)111 F. L. R. 362, at 370 など。北アイルランドの事例
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など。

第２章 学 説 な ど

第１節 PACE31条

PACE 第４編1)は，逮捕に続く告発までの留置期間を制限しており，

PACE41条２項2)は基準時について規定している。通常の事件において基

準時は，被逮捕者が引致された第１の警察署に到着する時点であろう。人

が複数の犯罪を犯していた場合に，Ａ罪で逮捕して最大限の留置期間を獲

得した後で釈放し，再びＢ罪で逮捕することで新たな留置期間を開始する

という単純な方法によって，延長された留置期間を獲得することが可能で

あろう。この手続は，発見され得る犯罪の数だけ繰り返され得た。人がＡ

罪で逮捕され警察署3)に居る際に，もしも釈放されたとしても他のＢ罪で

の逮捕を免れないと警察官が認めるのであれば逮捕されなければならない

ということを要求することによって，PACE31条と41条４項はこの可能性

を排除している。Ｂ罪についての留置期間もＡ罪の基準時から計られるこ

125 ( 357 )

イギリス1984年警察・刑事証拠法期におけるホールディング・チャージについて（和田)



とを，PACE41条４項は規定している。

｢警察官4)は，……逮捕されると認める……」というフレーズは，その

者が他の犯罪を犯したと疑う合理的な理由が存在することを意味するよう

に思われる5)。また他の犯罪での逮捕が第１の犯罪と同じ事実関係から生

じている犯罪についてなのか，またはまったく別の事件についてなのかは，

違いを生じないように思われる6)。

PACE31条は自由裁量を与えておらず7)，もしも警察官が他の犯罪によ

り逮捕されると認めるのであれば逮捕しなければならない8)。PACE31条

の逮捕義務は，被逮捕者が別の犯罪について再び逮捕下にあることを確実

にするであろう。逮捕義務は，第１の逮捕から釈放する決定前に生じる。

警察官は，第１の逮捕からその者を釈放する必要はない9)。警察官が他の

犯罪により逮捕されると認めずに釈放する場合，その後の逮捕は PACE31

条によってカバーされないであろう。しかしながら他の犯罪での逮捕が

PACE31条によって要求されているのにもかかわらず逮捕されない場合，

被疑者が身柄拘束中になされなければならなかったその後の逮捕について，

PACEはこれが違法になるとは規定していないが，もしもそれが違法でな

ければ PACE31条は実効性がないであろう10)。また被逮捕犯罪とは別の逮

捕されていない犯罪について告発する証拠があると留置管理官が信じる状

況に関して，PACE37条は規定していない。その犯罪について PACE31条

によって逮捕せずに告発する場合は，警察官は釈放後に逮捕しそうもない

であろう11)。

しかしながらその一方で，もしも被疑者が考慮される複数の犯罪を持つ

ような場合に PACE31条の厳格な解釈は実務上の困難を導き得た。たとえ

ば，犯罪での逮捕に伴うそれぞれの自白の後で警察官は直ちに中断するこ

とを強制されるのか？12)

また人が既に留置中である場合であってさえ，PACE31条によって何度

も逮捕されるのは過剰殺傷であると考える者もいた。逮捕は被疑者が刑事

手続から逃れないためにあるのだから，もしも被疑者が留置中であるのな
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らば，釈放されない限り再び逮捕することに意義はほとんどない。した

がって人がもともと身柄を拘束されていた犯罪から釈放されなければなら

ないところでのみ，PACE31条は使用されるということが言われていた13)。

そして控訴院14)は，PACE31条は直ちに逮捕する義務を警察官に課して

おらず，釈放が差し迫った時点まで逮捕することを警察官は遅らせてよい

とした15)。

確かに他の犯罪で逮捕しなければならない時点について，PACE31条は

規定していない。留置時計は第１の逮捕についての基準時から計られる16)

ので，この問題は留置の長さの点からは限られた重要性しかないが，他の

犯罪についての尋問および黙秘権の告知の見地からは重要である17)。

PACE31条によって逮捕される際に，被逮捕者は PACE28条18)の下で逮

捕する旨および逮捕理由を告知されなければならない19)。1984年実務規範

Ｃ10条３項（後の1991年実務規範Ｃ10条３項，1995年実務規範Ｃ10条３

項)20)は黙秘権の告知が逮捕された者になされることを規定しているが21)，

これには PACE31条の規定する他の犯罪による逮捕も含まれる22)。そして

さらに，その時点で被疑者を釈放することが意図されていようがいまいが，

このことはなされなければならないとする見解もある23)。関連しない事件

について被疑者が尋問されていること24)にソリシターが気がつく場合があ

るが，警察は他の犯罪について被疑者を再び逮捕し黙秘権を告知しない限

り，他の関連しない事件について被疑者を留置したり尋問したりできな

い25)。そうして，被疑者が武装強盗で得られた指輪についての贓物関与罪

で逮捕され，その後に関係のない金の延べ棒の強盗について尋問された

ケース26)で，第２の事件に関するすべての自白が不許容とされた。なぜな

ら，被疑者は第２の事件について逮捕されておらず，かつ黙秘権を告知さ

れなかったからであった27)。

より重大な罪状について被疑者を尋問するために比較的軽微なホール

ディング・チャージで逮捕する，いくつかの警察における以前からの実務

は，この条項によって完全に排除されない。しかしながら，PACE37条７
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項の規定する逮捕の理由となった犯罪について告発するに足りる十分な証

拠があるときは，告発，または告発することなく保釈，もしくは保釈によ

らずに釈放するという留置管理官の義務と結合させられる際に，そして

PACE40条28)の規定する留置審査と結合させられる際に，PACE31条は

ホールディング・チャージの放棄を導いているようである29)。

第２節 PACE37条２項

被逮捕事件において警察官は尋問する権限を与えられている30)が，ここ

で PACE37条２項は特に被逮捕者が逮捕された犯罪に言及している。した

がって，取調べは未解決犯罪のためのフィッシング・イクスペディション

（fishing expedition）ではなく，尋問は関連しなければならない31)。ソリ

シターや代理人は特定の尋問の関連性について警察官に質問する権利を与

えられており，そしてこの点について前もってその事件に関して得られた

知識は非常に有用である。被疑者が他の犯罪を犯したという合理的な嫌疑

を警察官らが形成するや速やかに，他の事件について尋問していると告知

しなければならないことは明らかである32)。もしも留置管理官が，他のよ

り重大な犯罪について被疑者を逮捕するか留置する理由の存在に気がつく

に至れば，PACE31条によって当該他の犯罪について警察署において逮捕

し，特に尋問のために留置するのかどうかという問題が生じるのであろ

う33)。もしも他の事件について尋問することを警察が望むのであれば再び

逮捕するべきであることは，デービソン事件判決からも明らかである34)。

逮捕の理由となった犯罪に関して証拠を得るためのＰＡＣＥ37条２項は，

ホールディング・チャージの使用と矛盾している35)。裁判所によって許さ

れてきた他の犯罪について尋問するために１つの罪状で逮捕する実務36)は，

今や PACE37条２項によって廃止されたように思われる。いずれにしても

PACE に含まれた尋問のための留置の権限を与えられ，恐らくもはやそ

れは必要ないであろう37)。
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第３節 PACE41条４項，５項

既に警察留置中の者が同じ所轄地域において犯された他の犯罪について

PACE31条によって逮捕される場合，当該他の犯罪についての基準時は，

PACE41条４項によって第１の犯罪について逮捕されて警察署に到着した

時点である38)。

しかしながら，もしも他の犯罪が異なる所轄地域のものである場合に

PACE41条４項が適用されると，被疑者が異なる所轄地域に引致される前

に留置期間が満了する可能性があった。そこで PACE41条５項39)が存在す

る。

たとえば，被疑者が薬物所持についてロンドンで逮捕されている。被疑

者は，当該犯罪について尋問のために告発されることなく留置されている。

尋問中に，被疑者の逮捕が不法目的侵入についてシェフィールド

（Sheffield）で要求されていることが判明する。PACE31条によってその犯

罪で逮捕されるが，被疑者はその犯罪について証拠を得るために尋問され

ていない。その後，被疑者は薬物犯罪で告発される。告発後に被疑者を留

置する理由はないが，PACE34条２項40)および37条２項の下でシェフィー

ルドへ引致されるまでの間，不法目的侵入について留置されてよい。被疑

者は20時間留置された後，午前10時にロンドンの警察署を出発する。そし

て同日午後３時にシェフィールドの警察署に到着する。それが，不法目的

侵入罪についての基準時である。被疑者が既に過ごした25時間は，シェ

フィールドの犯罪についてカウントされない41)。

被拘束者がなした任意の供述内容を明晰にする場合を除いて移送の間に

不法目的侵入罪について尋問してはならないと，1984年実務規範Ｃ15条１

項42)（後の1991年実務規範Ｃ14条１項43)，1995年実務規範Ｃ14条１項44))

は規定している。もしもロンドンで不法目的侵入罪について尋問されると，

基準時は通常の方法で計られる45)。
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第４節 PACE42条

基準時から24時間を超え最長36時間までの留置の継続を警視以上の階級

の警察官が許可できることについて，PACE42条46)は規定している。

PACE42条１項は， 告発することなく留置を続けることが，その者の

逮捕の理由となった犯罪に関する証拠の収集もしくは保全のため，または

その者の尋問によってそのような証拠を収集するため必要であり， そ

の者の逮捕の理由となった犯罪が重大な逮捕可能犯罪であり，かつ，

捜査が真摯かつ迅速に行われていると信じる合理的な理由があることを条

件としている。ここで において要求される証拠が において言及された

重大な逮捕可能犯罪の証拠でなければならないという明確な要件は存在し

ない。また において言及された捜査が，重大な逮捕可能犯罪に対するも

のでなければならないという明確な要件も存在しない47)。それゆえ，被疑

者が重大な逮捕可能犯罪について逮捕されていて，他の逮捕可能犯罪の捜

査のために留置の継続が警視によって許可される可能性があった。

たとえば，被疑者が強姦罪（重大な逮捕可能犯罪）で逮捕され，

PACE37条２項の下で告発されることなく留置されている。留置されて20

時間後に，被疑者は不法目的侵入罪（逮捕可能犯罪）を認めた。被疑者が

PACE31条によって逮捕されると，その場合の基準時は強姦罪で逮捕され

警察署に到着した時点である。被疑者を尋問することで証拠を収集するた

めに，不法目的侵入罪について告発することなく留置することが必要であ

ると留置管理官は考えている。強姦罪についての捜査は，ほとんど完了し

ている。もしも不法目的侵入罪（逮捕可能犯罪）の証拠を収集もしくは保

全するために被疑者を留置することが必要であると警視が考えるのであれ

ば， の要件は満たされている。被疑者は重大な逮捕可能犯罪で逮捕され

ていることから， の要件も満たされている。そして不法目的侵入罪につ

いての捜査が真摯かつ迅速に行われているのであれば， の要件も満たさ

れている。
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これが立法時に考えられていたことではないということは，議会審議か

ら明らかである48)。PACE42条１項における「犯罪」は重大な逮捕可能犯

罪であると解釈すべきである49)。もしも被疑者が強姦罪で告発され得るの

であれば，裁判所の前に引致されなければならず50)，そして他の犯罪につ

いて取調べを含む捜査がなされるための警察勾留が，PACE48条によって

改正された1980年治安判事裁判所法128条の下で請求される51)。

第５節 PACE43条，44条

基準時から36時間を超え最長96時間までの留置の延長を治安判事裁判所

が許可できることについて，PACE43条，44条は規定している52)。留置の

延長は， 告発することなく留置を続けることが，被留置者の逮捕の理

由となった犯罪に関する証拠の収集もしくは保全のため，またはその者の

尋問によってそのような証拠を収集するため必要であり， その者の逮

捕の理由となった犯罪が重大な逮捕可能犯罪であり，かつ， 捜査が真

摯かつ迅速に行われているときに限り許可されると，PACE43条４項53)は

規定している。これらは PACE42条１項と同じであり，もしも人が逮捕下

にある犯罪の１つが重大な逮捕可能犯罪であるのならば，たとえ や が

他の逮捕可能犯罪についてであっても，理論上治安判事裁判所は留置の延

長を許可することができる54)。しかしこのようなことは許されず，たとえ

もしも PACE43条４項が充足されるにしても，令状を請求された治安判事

裁判所はその請求を不許可にするように PACE43条１項55)の自由裁量を行

使しなければならない。

したがって，重大な逮捕可能犯罪について告発するに足る証拠があるが

他の逮捕可能犯罪についてさらに取調べを含む捜査が必要である場合，人

は告発されなければならず，そして PACE48条によって改正された1980年

治安判事裁判所法128条が適用される56)。
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第６節 PACE48条

1 PACE による規制以前の状況

有罪判決前に勾留する権限を持つ裁判所57)は，丸３日間（全部で５日

間)58)警察勾留できることを1980年治安判事裁判所法128条７項は規定して

いる。これは通常，延長された取調べを含む捜査がなおも要求される場合

にだけなされる。なぜなら，警察勾留が原因で被疑者にプレッシャーが生

じる危険があるからである59)。しかしそれにもかかわらず，この権限は無

制限であったことが言われていた60)。

警察勾留によって，ある犯罪で逮捕されたが告発されていない者を勾留

することが可能であった。また実務は，ホールディング・チャージである

1つの犯罪で人を告発し，より本質的な犯罪について尋問することが可能

になるように警察勾留を請求することもできた61)。そして地域によっては，

警察勾留は依頼人が何マイルも離れた拘置所に移される前にソリシターが

接見するのを許すためにも利用された。1980年治安判事裁判所法128条７

項において目的が明確に規定されていなかったので62)，いずれのためにも

許されていた63)。

2 PACE による規制以後の状況

1976年保釈法（Bail Act 1976)64)の基準に照らして勾留65)する治安判事

裁判所66)に，丸３日間67)「警察署における留置」を許すように，PACE48

条が1980年治安判事裁判所法128条７項を改正した68)。そして７項の次に，

新たに８項が加えられた。それによれば 他の犯罪について取調べを含

む捜査をするため留置の必要があるときを除き，その者の留置を続けるこ

とはできない， 留置を続けるときは，留置の必要がなくなり次第，そ

の者を留置を命じた治安判事裁判所に再び引致しなければならない69)，

その者は，PACE39条の規定する義務（被留置者に対する義務）の対象と

なる被留置者として取扱わなければならない70)， その者の留置は，
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PACE40条71)の規定する定期の審査（警察留置の審査）に付すということ

になった72)。

について，PACE 下における尋問のための留置に関する96時間のリ

ミットは，少なくとも特定の犯罪については絶対的なものである。すなわ

ち，被疑者が告発された犯罪についてさらに取調べを含む捜査をするため

に警察勾留はできない。しかし警察は96時間が終わる時点で，警察が取調

べを含む捜査を望んでいると言い張る他の名目上は異なる犯罪に言及する

という戦略によって，警察の取調べを含む捜査の本当の激しい攻撃に直接

関係する尋問をし続けることができる。裁判官準則の下で継続的な身柄拘

束中の尋問を正当化するためにホールディング・チャージを使用するとい

う古くからの実務のニュー・バージョンによって，いかに警察が PACE

のリミットを潜脱することができるのかを理解することは容易である73)。

また「他の犯罪」とは，既に告発されている犯罪にまったく関係しない

ものである必要はない。たとえば，もしも被疑者が強盗への共謀について

告発されていたのであれば，「他の犯罪」は個々の強盗でもよかった74)。

について，「必要性の原則」が適用され，他の犯罪について被疑者を

尋問するのに留置する必要がもはやないのであれば，たとえ警察勾留の期

間が満了していなかったにしても75)治安判事裁判所の下に引致されなけれ

ばならない76)。その際，他の治安判事裁判所に勾留する権限はないので，

被疑者は勾留を命じた裁判所の前に再び引致されなければならない77)。そ

して治安判事は被疑者を保釈するか，よりありそうなことには拘置所やリ

マンド・センターに勾留するであろう。そして恐らく取調べを含む捜査が

関係している犯罪が重大な逮捕可能犯罪でないのであれば，24時間以内に

告発されるか治安判事の前に再び引致されるべきである。なぜなら，重大

な逮捕可能犯罪でない犯罪について嫌疑をかけられた通常の被逮捕者は，

24時間以内に釈放されるか告発されなければならないからである。しかし

ながら1980年治安判事裁判所法128条は，この点について明らかにしてい

ない78)。
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79)について，１回目の審査は裁判所が留置を命じた６時間以内に，２

回目の審査は１回目の審査のときから９時間以内に，その後の審査は９時

間を超える間隔を置かずに行わなければならない。留置審査官は，さらな

る取調べを含む捜査のための留置の必要性がなおも存在しているのかを判

断しなければならない80)。

警察勾留中の留置審査官が PACE40条１項 に従って留置管理官である

べきなのか，PACE40条１項 に従って警部以上の階級の警察官であるべ

きなのかについては争いがある。マイケル・ザンダー教授（Professor

Michael Zander）はもともと留置管理官であるとしていたが81)，警部以上

の階級の警察官によるべきであるとその立場を変更した82)。内務省の見解

もそれを支持している83)。治安判事によって命じられた告発後の警察勾留

は，明らかに被疑者がいまだ告発されていない他の犯罪についての取調べ

を含む捜査の目的のためにだけあると特に規定84)されていることが，その

理由である。それゆえたとえ被疑者が別罪で告発されているにしても，

PACE40条１項 に従って告発されていないシチュエーションに適切な方

法で審査は行われるのが正当である85)。

また警察勾留は，概して関係者の同意のある場合にだけなされる86)。法

律は同意の必要性について明確に述べていないが，多くの事件においても

しもその人が非協力的であれば，警察勾留の必要性があるとは言えない。

家や家族からは遠くなるかもしれないが通常は拘置所の方がよりよい設備

を備えているであろうし，拘置所では警察官に会うことを拒否できること

から，勾留される者にとってその差異は重要である。そして告発後にさら

に取調べを含む捜査をする必要性というものは，裁判所が保釈を不許可に

する理由とはなっていない。1976年保釈法に定められた基準に従ってのみ，

保釈は不許可となり得る87)。そして通常の理由で保釈が不許可となった場

合にのみ，警察勾留の権限は生じる88)。

134 ( 366 )

立命館法学 2002 年４号（284号)



3 実 態 調 査

PACE 施行当初，重大犯罪の事件では PACE48条の下での治安判事の

権限はより頻繁に使用されるであろうと考えられた89)。そして特に不法目

的侵入の捜査において，それの使用の大きな増加が見られた90)。その原因

は，余罪考慮（TICs)91)のために告発前に尋問することに対して制限が増

えたことが指摘されていた92)。1984年実務規範Ｃ17条１項（後の1991年実

務規範Ｃ16条１項，1995年実務規範Ｃ16条１項）は，訴追するのに足る証

拠があると思料するときは遅滞なく告発を検討する責任を負う留置管理官

の前に引致しなければならないとしていた。そこで警察に開かれた１つの

コース93)は，告発後においてさらに身柄拘束中の被疑者を尋問することで

あった94)。警察勾留の権限は，刑事が告発前の時間を使い果たしかつ犯人

が他の犯罪について嫌疑をかけられていた場合に，有用な頼みの綱であっ

た。そして裁判所は勾留を許可することに従順であると考えられた95)。

その一方で警察勾留は，ときどき捜査官と留置管理官の間に対立を生み

出した。警察勾留は必要性を逸脱していたからであった。警察署での勾留

は犯人と会話するのに拘置所を訪れる手間を省きたい刑事部の便宜のため

であったのではないかと，ときどき留置管理官は疑った。いくつかのケー

スでは取調べを含む捜査が積極的に追及されることがほとんどないことが

あり，それゆえ留置は正当化されなかったと留置管理官は考えた96)。

しかしながら必要性の原則が被疑者の身柄拘束時間を制限していること

から，PACE48条が許す丸３日間にしばしば達しないということが言われ

ていた97)。また，留置された犯罪とは別の犯罪について尋問が完了するま

で被疑者告発を遅らせるさらなる自由を規定する実務規範Ｃへの改正

（1984年実務規範Ｃ17条１項から1991年実務規範Ｃ16条１項（後の1995年

実務規範Ｃ16条１項）への改正）によって，PACE48条の警察勾留の実務

はさらに変化した可能性がある98)。
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4 ホールディング・チャージ

被疑者取調べを引き延ばすことを警察に可能にするホールディング・

チャージを利用する実務は，PACE48条による改正によって恐らく影響さ

れることなく続けられるであろうということが言われていた。ホールディ

ング・チャージを利用することで，被疑者が告発されなかった場合よりも

長期間，警察は被疑者の身柄を拘束できた99)。極端な事例では，96時間告

発されることなく留置された後で告発され，治安判事裁判所の前への出廷

を待つのに48時間 PACE38条１項および２項100)の下で留置されるかもし

れない101)。被疑者はその後他の犯罪についての取調べを含む捜査のため

に丸３日間警察勾留され，その合計は216時間となる102)。告発後の尋問を

禁じる1984年実務規範Ｃ17条５項（後の1991年実務規範Ｃ16条５項，1995

年実務規範Ｃ16条５項）は，適用されない。なぜなら警察は，告発した犯

罪について被疑者を尋問していないからである103)。多くの市民の自由論

者はこの可能性によって不安にさせられるのだけれども，それにもかかわ

らず他の犯罪についての取調べを含む捜査がなくてはならないという要請

を彼らは喜んで受け入れるに違いない104)。

この捜査方法は，警察が行うにあたってより容易になっていると思われ

る。しかしながら警察勾留中の者も，PACE の保障を受ける105)。警察に

よって身柄拘束されている者が身柄拘束中に明らかとなった他の犯罪で逮

捕されるという PACE31条の下での要請は，被疑者が身柄を拘束されてい

る所轄地域か別の所轄地域において犯したかもしれない犯罪を解明するた

めにこの規定が使用されることを意味するであろう106)。また，外界と遮

断されない権利についての PACE56条107)や法的助言の権利についての

PACE58条を利用する権利も与えられている108)。

第７節 留置管理官

PACE システムの要は，被疑者の留置に法定の責任を持つ留置管理

官109)である。留置管理官による監督によって被疑者への捜査官のアクセ
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スはコントロールされ，被疑者を留置する義務と犯罪を捜査する義務は，

まったく別々に維持される予定になっている110)。留置管理官は，ホール

ディング・チャージの使用といった実務をコントロールすることについて

重大な役割を果たしている111)。調査研究における１つのケースにおいて，

２人の被疑者が公然とホールディング・チャージと称されたもので告発さ

れ，そして関連している大規模な盗罪および薬物犯罪についてその後詳細

に尋問された112)。被疑者らの協力はよりよい扱いへと被疑者らをもたら

し得，そして罪状を減らしたことから，被疑者らは不服申立をしそうにな

かった113)。留置管理官がこのような被疑者へのアクセスをコントロール

しているので，なされていることが受け入れられるとか合理的であるのか

どうかを判断するのは留置管理官である114)。

実際に留置管理官らの義務が捜査官との不一致に至ったのかどうかを留

置管理官らが質問された際に，不一致であった者の20％が，警察勾留は告

発後の身柄拘束中の被疑者の留置を越えていたと述べていた。観察中に見

られた対立は告発後の留置に主に関係しており，特に身柄拘束中の被疑者

が警察勾留されてさらなる取調べを含む捜査が行われ得たところでであっ

た。一例において，警察勾留された２人の不法目的侵入犯の留置記録に刑

事部での取調べについての記録がなかったことに，留置管理官が気がつい

た。そこで，もしもさらなる取調べを含む捜査が行われていなかったので

あれば裁判所に再び引致されなければならないと，留置管理官は述べた。

そこでさらなる取調べを含む捜査が実際に着手された。翌日，身柄拘束中

の被疑者はいまだ警察勾留されていた。コントロール・ルームに警部が来

て，留置管理官と話をした。被疑者らは犯罪について自白し取調べを含む

捜査はほとんど完遂していると，留置管理官は述べた。被疑者らは警察勾

留ではなく拘置所で勾留されるべきであり，刑事部はそこを訪れるべきで

あるということが，留置管理官の考えであった。しかし刑事部の刑事警部

は警察勾留を好んでいた。拘置所に行く手間が省けるからであった115)。

しかしながら実際のところ告発後の身柄拘束中の被疑者の留置に関する
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ルールは，告発前の留置よりも厳格さに乏しく重大さに乏しい。留置管理

官は被疑者を告発するように捜査官に圧力をかけがちであるが，告発後に

おいて捜査官の望みにより便宜をはかっている。ここには明らかに，ホー

ルディング・チャージを助長する危険が存在していることが言われてい

る116)。

第８節 1991年実務規範Ｃ16条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項)

1 1984年実務規範Ｃ

1984年実務規範Ｃ10条117)について裁判官準則はかなり改良されており，

黙秘権の告知118)は非常に単純化され，逮捕を含む早期の段階でなされる

ことになった。いくぶん楽観的ではあるが，1984年実務規範Ｃ指導注記12

Ａ119)は，尋問の目的は事実関係についての被疑者の釈明を得ることであ

り自白を獲得することでは必ずしもないとしていた120)。そして取調官が

訴追がなされると信じ訴追が成功するに足る証拠があると信じるときには

速やかに尋問を中止しなければならないと，1984年実務規範Ｃ11条２項は

規定していた121)。そして被拘束者を訴追するのに足る証拠があると思料

するときは遅滞なく，被拘束者を告発122)を検討する責任を負う留置管理

官の前に引致しなければならないと，1984年実務規範Ｃ17条１項は規定し

ていた。十分な証拠がない場合，PACE37条７項によって被疑者はその犯

罪についてさらに留置され得ないが，PACE31条によってその犯罪の留置

から釈放される前に他の犯罪で再び逮捕されるかもしれなかった123)。ま

た告発後の尋問は1984年実務規範Ｃ17条５項の下でのみ許され，いったん

告発されるとその犯罪についての尋問は厳しく制限された124)。しかし被

疑者が告発された犯罪以外の犯罪について尋問することは可能であっ

た125)。

こういった手続は明らかに取調官に対してかなりの自由裁量を与えてお

り，一般的な情報が収集されているとか他の犯罪についての尋問が行われ

ている間の告発遅延に対して，何も保護を与えていないとも言われていた。
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また PACE31条の他の犯罪での逮捕義務について，実務規範は沈黙してい

た126)。しかしながらいったん何らかの犯罪で告発されると，たとえ捜査

が他の重大な逮捕可能犯罪について継続しているにしても，1984年実務規

範Ｃ附則Ｂによって身柄拘束されている被疑者はソリシターとの相談を許

されなければならなかった127)。立会いのソリシターなしに他の犯罪につ

いて取調べる目的で，１つの犯罪で人を告発することを遅らせることは不

適当であった。被疑者が捜査下にある犯罪が何であるのかを知らない際に，

他の犯罪で逮捕された者を被疑者と対面させることも不適当であった128)。

2 1991年実務規範Ｃ（後の1995年実務規範Ｃ)

そしてその後，1984年実務規範Ｃは1991年実務規範Ｃに改正された。一

般的に取調官がその者に訴追がなされると信じ訴追が成功するに足る証拠

があると信じるときには，取調べは止められなければならない。そして

1991年実務規範Ｃはこの要件を緩和した。第１に，この時点に到達した後

に被疑者が望むさらなることを述べることを被疑者に許したこと（1991年

実務規範Ｃ11条４項（後の1995年実務規範Ｃ11条４項）)129)。第２に，

1988年刑事裁判法（Criminal Justice Act 1988）または1986年薬物不正取引

取締法（Drug Trafficking Offences Act 1986）の押収規定の下で正式な尋

問と返答の記録を完成させることを許したこと（1991年実務規範Ｃ11条４

項（後の1995年実務規範Ｃ11条４項））。第３に，より意義深いことに，人

が複数の犯罪について留置されている場合にすべての犯罪について上の条

件が充足されるまで告発を遅らせてよいことを明らかにしていること

（1991年実務規範Ｃ16条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項)130)），に

よってである。「足る証拠」がそれぞれの犯罪について手中にある時点で

その犯罪についての尋問は止めなければならないことを，これはさらに意

味している。しかしながら，それぞれの犯罪に関して分離せずに捜査の完

成にどんなさらなる活動が適切なのかについて決定することができる便宜

を，それは警察に与えている131)。

139 ( 371 )

イギリス1984年警察・刑事証拠法期におけるホールディング・チャージについて（和田)



裁判官準則の下では，１つの犯罪で告発された被疑者は裁判所に引致さ

れる時点まで他の犯罪について尋問され得た。そして，いまだ告発されて

いなかった事件についてさらに尋問するために警察勾留され得た。警察勾

留の権限は PACE 施行後も存続している。しかし告発後の迅速な引致の

要請は，複合犯罪が関係し被疑者が複数の犯罪のうちの１つで告発される

場合に捜査の自然な流れの妨げとなるかもしれない。訴追するのにいまだ

証拠が十分でない他の犯罪について取調べを含む捜査をするのに，被疑者

が身柄を拘束されていた場合に１つの犯罪についての告発延期を許し裁判

所への引致を遅らせることを許す明白な規定が1984年実務規範Ｃになかっ

たことは，1984年実務規範Ｃにおける明らかな欠陥であったとも言われて

いた132)。そして刑事司法に関する王立委員会（The Royal Commission on

Criminal Justice）（以下，ランシマン委員会（Runciman Commission)133)）

は，1993年の報告書において次のように述べていた。

「PACE37条７項が被疑者らを告発するのに足る証拠があるや速やか

に告発することを要求していることから，その結果，潜在的に実りの

多い取調べを含む捜査の手段をどこまでも追及することから警察はあ

まりにも早く除外されているかもしれない。（1991年実務―筆者）規

範Ｃ16条５項は，（例外的な場合を除いて―筆者）ある犯罪について

の尋問は被疑者らがその犯罪で告発された後になしてはならないと規

定している。」「1991年４月に（1991年実務―筆者）規範Ｃ16条１項に

なされた改正によって，すべての犯罪について被疑者を告発するのに

足る証拠が存在するようになるまで，複数の犯罪への関与について嫌

疑をかけられた被疑者を告発することを警察は遅らせることができる。

しかしこれは特に，被疑者がさらに述べることはないことを示すので

あればその犯罪について尋問することを止めなければならないと規定

する（1991年実務―筆者）規範Ｃ11条４項を条件として規定されてい

る。｣134)

他方，警察が複数の犯罪について尋問しているシチュエーションは，警
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察と防御側の双方にかなりの困難をもたらした。そこで犯罪２へと移行す

る前に犯罪１についての尋問を警察官は終えたということを，警察官は明

らかにするべきである。特にもしも取調べが１回だけの場合に，２つの犯

罪についての尋問は不鮮明となり得る。もしも警察が告発するのに足る証

拠を持った後に尋問を継続する場合，１つの取調べの中で複数の犯罪の間

を区別し損なうことはパーツを不許容にし得たと弁護人は見るかもしれな

い135)。

3 改正に対する批判

警察は概して相対的に軽微な犯罪について告発し，その一方でより重大

な事件について取調べを含む捜査を継続する。実務規範Ｃの改正によって，

警察は他の事件について被疑者を告発する準備ができるまで告発を遅らせ

てよいことになった。人が複数の犯罪について留置されている場合，すべ

ての犯罪についてさらに述べることがあるのかについて尋ねられるまで留

置管理官の前への引致を遅らせることが可能であると，1991年実務規範Ｃ

16条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項）は規定している136)。この規

定は，すべての事件について告発する準備ができるまで事件全体を秘密に

するような警察への寛大な誘因を表現している。それはまた，取調べがし

ばしばある以上にはるかにより組織化されていることを想定している137)。

しかしこれが PACE37条７項と調和するとは思えず138)，権限逸脱の可

能性がある139)。実務規範が法律を改正することはできない140)。もしも効

力があるとすれば，たとえばソリシターへのアクセスについてさらなる遅

延を許すという意味でそれは重大性を持つ141)。同時にまた，サミュエル

事件判決における控訴院の立場142)にも反しているように思われる143)。

4 PACE と実務規範はどのように調和しているか

警察官が，被拘束者を訴追するのに足る証拠があり，訴追が成功するの

に足る証拠があり，かつ，その者がその犯罪について述べることを望むす
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べてを述べたと思料するときは遅滞なく，被拘束者を，その後被拘束者の

告発の是非を検討する責任を負う留置管理官の前に引致しなければならな

いと，1991年実務規範Ｃ16条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項）は規

定している。しかしながら被拘束者が複数の犯罪について嫌疑をかけられ

ている場合，すべての犯罪について上の条件が充足されるまで留置管理官

の前への引致を遅らせることができる。ただしその場合でも，訴追が成功

するのに足る証拠があると警察官が信じ，被疑者がさらに述べることはな

いと示す際に，犯罪について尋問を継続することへの制限について，1991

年実務規範Ｃ11条４項（後の1995年実務規範Ｃ11条４項）は規定している。

こういったことは，被疑者を尋問することで証拠を得るために PACE37条

２項，３項の下で留置されている者になされた取調べにも適用される144)。

また取調官が留置管理官への引致を遅らせるような場合には，告発する

のに足る証拠が存在するので PACE37条７項の告発などの義務を遅らせる

ことはできないと留置管理官を説得することで，ローヤーは取調べの終了

を要求し得た。留置管理官が告発しないのであれば PACE37条７項によっ

て釈放され，また告発する場合であっても PACE38条によって釈放される。

またもしも取調べが終了するべき時点を過ぎるのであれば，自白は

PACE76条か78条によって排除されると主張できる。さらに留置が PACE

によって許されたものを逸脱するのであれば，不法拘禁となる可能性が

あった145)。

その一方で，警察留置中に釈放したとしても他の犯罪により逮捕される

と警察官が認めるときは，被疑者をそれら犯罪で逮捕しなければならない

と，PACE31条は規定している。そして，その場合の基準時は第１の犯罪

での逮捕によって警察署に到着した時点であると，PACE41条４項は規定

している146)。そして被疑者が逮捕された犯罪以外の犯罪について証拠を

得るための留置を，PACE37条は認めていない147)。確かに被疑者が逮捕

下にない犯罪についての尋問を，実務規範は特に禁止していない。しかし

もしも被疑者が逮捕されていない犯罪について警察官が尋問を始めるので
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あれば，警察官は PACE31条によって被疑者を逮捕するつもりかどうかを

ローヤーは尋ねるべきである。もしもイエスなのであれば，それから逮捕

されればその犯罪についての尋問は合法となるであろう148)。

しかしながらもしも逮捕するつもりがないのであれば，恐らくそのこと

は被疑者によるその犯罪の犯行を疑う合理的な理由を警察官が持っていな

いということになるのであろう。このような犯罪についてのさらなる尋問

は，抵抗されるべきである。もしも警察官がいつまでも続けるのであれば，

このような尋問に答えないように被疑者は助言されるべきである149)。犯

罪がまったく明らかにされていないか部分的にしか明らかにされていない

ところで警察が尋問するとか逮捕理由に関連しない犯罪について尋問する

場合，警察に協力する準備をしている被疑者や彼らのアドバイザーは，こ

のような尋問を関連するとは思わないという理由でこの性質の尋問に返答

しないことがときどきある150)。

こうしてすべての犯罪の訴追が成功するのに足る証拠ができるまで告発

を遅らせることが許されている一方で，長期の遅延を許さないかもしれな

い留置時間への注意が必要であった。もしも延長が許されないのであれば，

「足る証拠」の存在する犯罪で被疑者は告発されるべきであり，そして残

りの犯罪について捜査を継続するために PACE48条の警察勾留が請求され

るべきである151)。告発後も，他の犯罪については尋問され得た152)。しか

しながらたとえもしも尋問が他の犯罪について続けられ得たにしても，１

つの犯罪について告発されると被疑者はソリシターへのアクセスを許され

る。告発後警察勾留される場合には，審理前の合理的な期間ソリシターへ

のアクセスを許されなければならない153)。

第９節 PACE76条

最初は不法である逮捕が，それだけを理由にその後の自白を不許容には

しないであろうが154)，裁判所の自由裁量によって排除されるかもしれな

い。しかしながらもしもその違法行為の状況が圧迫を生じさせるのであれ
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ば，不法な逮捕は自白の法的な許容性を無効にするかもしれない。コモン

ローの下そして今では法規の下で警察は逮捕理由を告知することを要求さ

れ，告知しない場合逮捕は不法になるであろう155)。逮捕されたものの逮

捕理由について告知されない者や留置されている理由を警察署で告知され

ない者は，虚偽自白をするかもしれない。それゆえ逮捕理由を告知しない

ことは，圧迫を結果するかもしれない。それは PACE76条２項の下で自白

を無効にするかもしれない。

逮捕の不正な性質やもともと合法であった留置のその後の不正な延長に

被疑者が気がついているところで，身柄を拘束している者が１つの点につ

いて進んで不法に活動することは，他の点についても被疑者を圧迫する支

度や意図のあることを暗示しているという恐れを，被疑者は心に抱きがち

であるかもしれない。これは，被疑者の自由意思をしだいに弱める強い要

素であるかもしれない。

そうしてデービソン事件判決156)において，さまざまな違反を伴う不法

に延長された留置は圧迫を結果したという理由で157)，被疑者の取調べは

排除された158)。ここでは被疑者に不利な証拠がなかったのに，警察は第

１の取調べの後で被疑者を釈放しなかった（PACE34条違反）。そして留

置管理官はその状況について知らされなかった（PACE37条違反)159)。そ

して被疑者がソリシターを要求している事実が留置記録に記録されなかっ

た（PACE39条１項 違反）。そして被疑者がソリシターにアクセスする

ことを不許可にした警察官の懸念は不合理であった（PACE58条違反)160)。

そして被疑者は，金の延べ棒強盗に関連するはるかにより重大な犯罪では

逮捕されていなかった（PACE31条違反)161)。

PACE31条における他の犯罪での逮捕義務のような強制的なルールへの

違反であってさえ，PACE76条２項 の下で自動的に圧迫となり獲得され

た証拠の排除を結果したのであれば不適切であったことが言われてい

た162)。しかしデービソン事件判決では，取調官の本当の関心は金の延べ

棒強盗にあり，対面をアレンジするのに留置は延長され，対面がなされる
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までの間留置の本当の理由について告知せずにいた可能性を，さまざまな

違反は少なくとも生じさせていた。もしもこのような可能性が裁判官の心

に浮かんだのであれば，証拠を排除することについて裁判官は正しかった

であろう163)。

第10節 ホールディング・チャージ

逮捕や留置は，しばしば非公式の目的を持っている。いくつかの逮捕は，

表向き逮捕がなされた犯罪に関連しない犯罪についての証拠を獲得するこ

とを目的としていた164)。チョークレイ事件判決において，被逮捕者がそ

の犯罪を犯したと疑う合理的な理由を警察が持つのであればホールディン

グ・チャージで警察が逮捕することは適切であると，控訴院は判決した。

そして他のより重大な犯罪を捜査する欲求にこのような逮捕が動機付けら

れているという事実は，それを無効にしないとされた165)。しかしながら

逮捕時に罪状の発展の可能性がないことを逮捕官が知っている場合は，た

とえ合理的な嫌疑を基礎になされているにしても逮捕は不法となろう166)。

またもしも実際にその犯罪を犯していたと疑うような理由のない場合も，

その逮捕は不法となろう167)。

1998年人権法（Human Rights Act 1998)168)は，これに影響しそうもな

いであろう。テロリズム防止法に関してヨーロッパ裁判所において判決が

下された事件では，逮捕の主たる目的はテロリズムに関連していたにもか

かわらず被疑者が合理的に嫌疑をかけられた犯罪での逮捕を許した169)。

チョークレイ事件判決におけるシチュエーションが，ヨーロッパ人権条約

と衝突すると考える理由はない。

この分野を支配する公法原理の中心にあるものは，訴追の論理的な可能

性ではなく警察の本当の動機が何なのかである。しかしながら強盗への共

謀という重大犯罪に対抗するために小さな自由の剥奪を含みつつも逮捕は

合法になされたという理由で，チョークレイ事件判決は受け入れられるの

かもしれない170)。
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105) Iller and Goodwin, supra note 57, at 73.

106) Bevan and Lidstone, supra note 5, at 221; Lidstone and Palmer, supra note 56, at 386. 参照，

Re Sherman and Apps (1980) 72 Cr. App. R. 266.
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111) Clayton and Tomlinson, supra note 19, 1992, at 193 ; Dixon, supra note 35, at 148.

112) このような実務は，現在までのところ PACE 調査において不十分にしか研究されてこ

なかった〔Dixon, id. at 148〕。

113) 参 照，David Dixon, COMMON SENSE, LEGAL ADVICE AND THE RIGHT OF

SILENCE, Public Law, 1991, at 240.
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116) Id. at 116-117.
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ジュリスト1053号39-45頁，1054号88-93頁（1994年），デヴィッド・Ｓ・ギャンディー

「黙秘権の制限」アジ研所報７号30-35頁（1995年），青山彩子「イギリスにおける「黙秘
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119) CODES, supra note 42, at 57.
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595号26頁（1986年），鯰越溢弘「逮捕・勾留中の被疑者取り調べと「供述の任意性」」法
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法律上の概念となった〔Wolchover and Heaton-Armstrong, supra note 60, at 190-191〕。
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Interpretation of Detention Provisions in the Police and Criminal Evidence Act 1984 [1990]

Crim. L. R. 452, at 466-467.
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であるからだと言われている〔Michael Zander, Cases and Materials on the English Legal
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た〔THE ROYAL COMMISSION ON CRIMINAL JUSTICE REPORT (Cm 2263), 1993, ch. 2,

paras 39-42. 参照，Summary of Recommendations, N. L. J., July 9, 1993, at 993 ; H. C., HOME

AFFAIRS COMMITTEE REPORT OF THE ROYAL COMMISSION ON CRIMINAL

JUSTICE MINUTES OF EVIDENCE, 46-i, 24 November 1993, para. 65 ; Andrew Sanders
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to Injustice : The Suspect at the Police Station, Stewart Field and Philip Thomas

(ED.), Justice and Efficiency? The Royal Commission on Criminal Justice, 1994, at 96 ; Steve
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Criminal Justice (1) Investigative Powers and Safeguards for Suspects [1993] Crim. L. R. 808,
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Royal Commission on Criminal Justice, Mike McConville and Lee Bridges (ED.), Criminal
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130) また1991年実務規範Ｃ16条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項）は，被拘束者がその

犯罪について述べることを望む「すべて」を述べたと思料するときまで留置管理官の前へ

の引致を遅らせることを可能にした〔参照，McConville and Hodgson,supra note 31, at
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Surveillance, Mike McConville and Lee Bridges (ED.), Criminal Justice in Crisis, 1994, at 118 ;
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at 7 ; David Wolchover and Anthony Heaton-Armstrong, The questioning code revised and
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第３章 考 察

以上を整理すると，次のようである。

第１章第４節１，第２章第10節で述べたように，チョークレイ事件判決

において，被逮捕者がその犯罪を犯したと疑う合理的な理由1)を警察が持

ち逮捕時に告知したのであれば，ホールディング・チャージで警察が逮捕

することは適切であると控訴院は判決した。他のより重大な犯罪を捜査す

る欲求にこのような逮捕が動機付けられているという事実は，それを無効

にしないとされた2)。ただしここでなされたより重大な犯罪についての捜

査は，取調べではなく盗聴器によるものであった3)。また逮捕時に罪状の

発展の可能性がないことを逮捕官が知っている場合は，たとえ合理的な嫌

疑を基礎になされているにしても逮捕は不法となろう4)。またもしも実際

にその犯罪を犯していたと疑うような理由のない場合も，その逮捕は不法

となろう5)。

他方，ホールディング・チャージの中でも警察による身柄拘束中により

重大な犯罪についての「取調べ」を目的とするものに関しては，PACE

および実務規範によって次のように規制されると考えられている6)。

第１章第３節で述べたように，逮捕した警察官が逮捕のなされた犯罪よ

りもより重大な犯罪について被疑者を尋問するつもりであるかまたはさら

に尋問するつもりである場合に，尋問前かさらに尋問する前に，PACE37

条によって予想されたようにより重大な犯罪について被疑者を告発するか，

または少なくとも捜査の本当の性格に被疑者が気づくことを警察は確実に
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しなければならない7)。それが1995年実務規範Ｃ10条１項の趣旨である。

この要件が充足される場合にのみ，法的助言を利用するのかどうかについ

て，およびどのように尋問に答えるのかについて被疑者は有意義な判断を

することができる8)。被疑者は身柄拘束理由を知るであろうし，取調べら

れている際には嫌疑犯罪のレベルを少なくとも一般的な言い回しで知るで

あろうという仮定上にある。同じ事件から生じている重大さの異なるレベ

ルの複数の犯罪で人を逮捕する理由が存在している場合に，比較的軽微な

犯罪についてだけ逮捕と尋問をして，不利な返答がなされてから捜査はよ

り重大な犯罪にも関係していることを明らかにすることは不法かつ不公正

であり，PACE78条によって証拠排除される9)。

また第１章第１節，第２章第１節で述べたように，PACE31条にいう

「警察官は，……逮捕されると認める」というフレーズは，その者が他の

犯罪を犯したと疑う合理的な理由が存在することを意味する10)。PACE31

条は自由裁量を与えておらず11)，もしも警察官が他の犯罪により逮捕され

ると認めるのであれば逮捕しなければならない12)。他の犯罪で逮捕しなけ

ればならない時点について，PACE31条は規定していない。留置時計は第

１の逮捕についての基準時から計られるので，この問題は留置の長さの点

からは限られた重要性しかないが，他の犯罪についての尋問および黙秘権

の告知の見地からは重要である13)。PACE31条によって逮捕される際に，

被逮捕者は PACE28条の下で逮捕する旨および逮捕理由を告知されなけれ

ばならない14)。1984年実務規範Ｃ10条３項（後の1991年実務規範Ｃ10条３

項，1995年実務規範Ｃ10条３項）は黙秘権の告知が逮捕された者になされ

ることを規定しているが，これには PACE31条の規定する他の犯罪による

逮捕も含まれる15)。関連しない事件について被疑者が尋問されていること

にソリシターが気がつく場合があるが，警察は他の犯罪について被疑者を

再び逮捕し黙秘権を告知しない限り，他の関連しない事件について被疑者

を留置したり尋問したりできない16)。第２章第９節で述べたように，

PACE31条に違反して獲得された自白は，PACE76条２項 によって証拠
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排除される可能性があった17)。

そして第１章第４節２，第２章第４節，第５節で述べたように，1991年

に実務規範Ｃが改正される以前において，他の犯罪すべてについて取調べ

を含む捜査を終えるまで告発を差し控えることができるということは誤り

であった。PACE37条７項によって，十分な証拠があれば告発しなければ

ならなかった。そしていったん告発されると，PACE42条，43条および44

条は使えない。第２章第６節３で述べたように，告発前に尋問することに

対して制限が増えていた18)。警察に開かれたコースは，告発後においてさ

らに身柄拘束中の被疑者を尋問することであった19)。そして，PACE48条

によって改正された1980年治安判事裁判所法128条の下での権限が行使さ

れる20)。裁判所は勾留を許可することに従順であると考えられた21)。また

第２章第６節４で述べたように，告発後の尋問を禁じる1984年実務規範Ｃ

17条５項（後の1991年実務規範Ｃ16条５項，1995年実務規範Ｃ16条５項）

は，適用されない。なぜなら警察は，告発した犯罪について被疑者を尋問

していないからである22)。告発後も，他の犯罪については尋問され得た23)。

しかしながら第２章第６節２，３で述べたように，1980年治安判事裁判

所法128条８項 によって「必要性の原則」が適用され，他の犯罪につい

て被疑者を尋問するのに留置する必要がもはやないのであれば治安判事裁

判所の下に引致されなければならない24)。「必要性の原則」が被疑者の身

柄拘束時間を制限していることから，PACE48条が許す丸３日間にしばし

ば達しないということが言われていた25)。そして治安判事裁判所は被疑者

を保釈するか，よりありそうなことには拘置所やリマンド・センターに勾

留するであろう。そして取調べを含む捜査が関係している犯罪が重大な逮

捕可能犯罪でないのであれば，24時間以内に告発されるか治安判事裁判所

の前に再び引致されるべきである26)。また1980年治安判事裁判所法128条

８項 によって，留置審査官はさらなる取調べを含む捜査のための留置の

必要性がなおも存在しているのかを判断しなければならない27)。そして警

察勾留中の留置審査官は，警部以上の階級の警察官によるべきである28)。
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また警察勾留は，概して関係者の同意のある場合にだけなされる29)。告発

後にさらに取調べを含む捜査をする必要性というものは，裁判所が保釈を

不許可にする理由となっていない30)。また第１章第２節，第２章第６節４

で述べたように，警察勾留中の者も，PACE の保障を受ける31)。警察に

よって身柄拘束されている者が身柄拘束中に明らかとなった他の犯罪で逮

捕されるという PACE31条の下での要請は，被疑者が身柄を拘束されてい

る所轄地域か別の所轄地域において犯したかもしれない犯罪を解明するた

めにこの規定が使用されることを意味するであろう32)。外界と遮断されな

い権利についての PACE56条や法的助言の権利についての PACE58条を利

用する権利も与えられている33)。

そして第１章第１節，第２章第８節１，４で述べたように，いったん何

らかの犯罪で告発されると，たとえ捜査が他の重大な逮捕可能犯罪につい

て継続しているにしても，1984年実務規範Ｃ附則Ｂ（後の1991年実務規範

Ｃ附則Ｂ，1995年実務規範Ｃ附則Ｂ）によって身柄拘束されている被疑者

はソリシターへのアクセスを許されなければならなかった34)。立会いのソ

リシターなしに他の犯罪について取調べる目的で，１つの犯罪で人を告発

することを遅らせることは不適当であった35)。

また第２章第７節で述べたように，PACE システムの要は，被疑者の

留置に法定の責任を持つ留置管理官である。留置管理官による監督によっ

て被疑者への捜査官のアクセスはコントロールされる。留置管理官は，

ホールディング・チャージの使用といった実務をコントロールすることに

ついて重大な役割を果たしている36)。しかしながら実際のところ，留置管

理官は被疑者を告発するように捜査官に圧力をかけがちであるが，告発後

において捜査官の望みにより便宜をはかっている37)。

以上のような規制の枠組みに対して第２章第８節２で述べたように，す

べての犯罪について被疑者を訴追するのに足る証拠があり，訴追が成功す

るのに足る証拠があり，かつ，その者がその犯罪について述べることを望

むすべてを述べたと警察官が思料するようになるまで，複数の犯罪への関
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与について嫌疑をかけた被疑者の留置管理官の前への引致を遅らせること

を，1991年実務規範Ｃ16条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項）は可能

にしたのであった。

しかしこれは，被疑者がさらに述べることはないことを示すのであれば

その犯罪について尋問することを止めなければならないと規定する1991年

実務規範Ｃ11条４項（後の1995年実務規範Ｃ11条４項）を条件として規定

されている38)。「足る証拠」がそれぞれの犯罪について手中にある時点で

その犯罪についての尋問は止められなければならないことを，これはさら

に意味している39)。したがって，犯罪２へと移行する前に犯罪１について

の尋問を警察官は終えたということを，警察官は明らかにするべきである。

もしも警察が「足る証拠」を持った後に尋問を継続する場合，１つの取調

べの中で複数の犯罪の間を区別し損なうことはパーツを不許容にし得たと

弁護人は見るかもしれない40)。

また第２章第８節４で述べたように，取調官が留置管理官への引致を遅

らせるような場合には，告発するのに足る証拠が存在するので PACE37条

７項の告発などの義務を遅らせることはできないと留置管理官を説得する

ことで，ローヤーは取調べの終了を要求し得た。留置管理官が告発しない

のであれば PACE37条７項によって釈放され，また告発する場合であって

も PACE38条によって釈放される。またもしも取調べが終了するべき時点

を過ぎるのであれば，自白は PACE76条か78条によって排除されると主張

できる。さらに留置が PACE によって許されたものを逸脱するのであれ

ば，不法拘禁となる可能性があった41)。

その一方で，警察留置中に釈放したとしても他の犯罪により逮捕される

と警察官が認めるときは被疑者をそれら犯罪で逮捕しなければならないと，

PACE31条は規定している。そして第２章第３節でも述べたように，その

場合の基準時は第１の犯罪での逮捕によって警察署に到着した時点である

と，PACE41条４項は規定している42)。そして第２章第２節でも述べたよ

うに，被疑者が逮捕された犯罪以外の犯罪について証拠を得るための留置
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を，PACE37条は認めていない43)。その一方で第２章第８節４で述べたよ

うに，被疑者が逮捕下にない犯罪についての尋問を，実務規範は特に禁止

していない。しかしもしも被疑者が逮捕されていない犯罪について警察官

が尋問を始めるのであれば，警察官は PACE31条によって被疑者を逮捕す

るつもりなのかをローヤーは尋ねるべきである。もしも逮捕されれば，そ

の犯罪についての尋問は合法となる44)。しかしながらもしも逮捕するつも

りがないのであれば，恐らく被疑者によるその犯罪の犯行を疑う合理的な

理由を警察官が持っていないということになろう。このような犯罪につい

ての尋問には抵抗するべきであり，尋問に答えないように被疑者は助言さ

れるべきである45)。第２章第８節３で述べたように，1991年実務規範Ｃ16

条１項（後の1995年実務規範Ｃ16条１項）によって結果的に告発が差し控

えられるためソリシターへのアクセスは遅らされる可能性があるが46)，た

とえ重大な逮捕可能犯罪であっても PACE58条５項47)によって基準時後36

時間以内にはソリシターとの相談を許されなければならない48)。

こうして第２章第８節４で述べたように，すべての犯罪の訴追が成功す

るのに足る証拠ができるまで告発を遅らせることが許されている一方で，

長期の遅延を許さないかもしれない留置時間への注意が必要であった。も

しも延長が許されないのであれば，「足る証拠」の存在する犯罪で被疑者

は告発されるべきであり，そして残りの犯罪について捜査を継続するため

に PACE48条の警察勾留が請求されるべきである49)。告発されると被疑者

はソリシターへのアクセスを許される。

以上で述べてきたように，1991年の実務規範Ｃの改正によって告発やソ

リシターへのアクセスを遅らせるといった告発前における捜査官の便宜が

増えたにもかかわらず，逮捕時の告知についての PACE28条，他の犯罪に

よる逮捕についての PACE31条，告発前の留置管理官の義務についての

PACE37条，告発後の留置管理官の義務についての PACE38条，告発まで

の留置時間の制限についての PACE41条，留置の継続の許可についての

PACE42条，留置の延長を許可する令状についての PACE43条，留置継続

165 ( 397 )

イギリス1984年警察・刑事証拠法期におけるホールディング・チャージについて（和田)



令状の留置時間の延長についての PACE44条，警察勾留についての

PACE48条，逮捕の通知をさせる権利についての PACE56条，法的助言を

受ける権利についての PACE58条，自白についての PACE76条，不公正の

証拠の排除についての PACE78条，黙秘権の告知についての実務規範Ｃ10

条，取調べについての実務規範Ｃ11条，被留置者の告発についての1984年

実務規範Ｃ17条（後の1991年実務規範Ｃ16条，1995年実務規範Ｃ16条），

逮捕の告知または法的助言へのアクセスを認めるのを遅滞した場合につい

ての実務規範Ｃ附則Ｂといった条項が連係して作用することで，より重大

な犯罪についての「取調べ」を目的としたホールディング・チャージは規

制されている。そうして主に PACE31条，37条２項，41条４項，48条に

よってより重大な犯罪についての「取調べ」を目的としたホールディン

グ・チャージが規制されるという，PACE 施行当初に考えられていた規

制の大枠には変更はなかった。ただし個々の条項の解釈において，一部要

件を緩和する傾向は見られた50)。

日本における別件逮捕・勾留問題について比較法研究を行い，抑制に有

効な教訓を得ようということが私の研究目的であった。そして日本の別件

逮捕・勾留に相当するイギリスの捜査方法として，ホールディング・

チャージが存在することが判明した。ただしこのホールディング・チャー

ジという捜査方法は，日本の別件逮捕・勾留が意味するものよりも広いも

のである。しかしながらホールディング・チャージの中でも特に問題とな

るのは，比較的軽微な罪状で逮捕し警察による身柄拘束中により重大な犯

罪について「取調べ」をするものである。そしてホールディング・チャー

ジのその局面については，PACE による規制が成功しているように思わ

れる。さらにそこでは，PACE 以前から続いてきた議論が活かされてい

ることが分かった。

これまで述べてきたような PACE によるホールディング・チャージへ

の抑制システムは，日本の違法な別件逮捕・勾留を抑制するシステムを考

案するにあたっても大いに参考になると思われる。その具体的な検討が必
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